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障害者である職員の任免に関する状況の通報について

障害者の採用等については、平素から格別の御配慮を賜つているところです。

さて、国及び地方公共団体は、障害者の雇用の促進等に関する法律 (昭和35年法律第123

号。以下 「法」とい う。)第40条に基づき、毎年、障害者である職員の任免に関する状況

を厚生労働大臣に通報しなければならないこととされています。

つきましては、貴機関における平成30年 6月 1日 現在の身体障害者、知的障害者又は精

神障害者 (以下 「障害者」とい う。)である職員の任免に関する状況等について、下記Ⅱ

の留意事項を必ずご確認いただき、平成30年 7月 17日 (火)(下記 Iの 2の (1)「障害者採

用計画通報書」については、平成30年 11月 30日 (金))までに、当課あて御提出いただく

ようお願いいたします。

公的機関が率先 して障害者の雇用を推進すべきであることは、既に御理解いただいてい

るところと承知してお りますが、未達成である機関におかれましては、採用計画に基づき

速やかに法定雇用率の達成に努めていただくよう、また達成されている機関におかれまし

ては、さらに一人でも多くの障害者、特に知的障害者及び精神障害者の採用に努めていた

だくよう特段の御配慮をお願いいたします。

記

I 通報を行 う内容

1 障害者の任免状況について

(1)障害者任免状況通報書

貴機関における平成30年 6月 1日 現在の状況を、別紙 1「障害者任免状況通報書」

(昭和51年労働省告示第112号 (以下「告示第■2号」という。)様式第 3号)に より

厚生労働大臣あて通報すること。

その際、貴機関で所管する独立行政法人については、障害者雇用率制度上は個別に



取 り扱われるため、通報の際これを合算して計上しないよう注意すること (独立行政

法人は法人ごとに「障害者雇用状況報告書」を管轄の公共職業安定所長に提出するこ

ととなっている。)。

また、法第41条に基づく特例の承認を受けている場合は、承認省庁及び承認外局等

を合算した障害者任免状況通報書を提出するとともに、併せて、承認省庁及び承認外

局等それぞれの個別の任免状況についても別紙 1を活用 して記入 し、提出すること

(雇用率の算定は、承認省庁及び承認外局等を合算した障害者任免状況通報書により

行 う。)。

(2)承認省庁及び承認外局等の概要

貴機関において法第41条に基づく特例の承認を受けている場合は、上記 (1)の障害

者任免状況通報書のほかャ別紙 2「承認省庁及び承認外局等の概要」を併せて提出す

ること。

2 障害者の採用に関する計画及び計画期間中における実施状況について

(1)障害者採用計画通報書

平成30年 6月 1日 現在における障害者である職員の数が法定雇用障害者数未満で

ある機関は、法第38条第 1項に基づき、障害者の採用に関する計画 (以下「採用計画」

という。)を作成することが義務付けられており、採用計画については、障害者の雇

用の促進等に関する法律施行令 (昭和35年政令第292号。以下 「施行令」とい う。)

第 4条第 1項に基づき、厚生労働大臣にあらかじめ協議することとなっていること。

また、当該採用計画については、平成31年 1月 1日 を始期とし、平成31年 12月 31

日の終期において障害者である職員の不足数が 0と なる計画とすること。

なお、協議は、別紙 3「障害者採用計画通報書」 (告示第112号様式第 1号)によ

つて行 うこととし、この場合、別紙 4を参考として行 うこと。

(2)障害者採用計画実施状況通報書

ア 平成30年 6月 1日 現在の実施状況について

平成29年 6月 1日 現在の障害者である職員の任免状況に基づき平成30年 1月 1

日を始期とする採用計画を作成 している機関にあっては、当該計画の実施状況を

別紙 5「障害者採用計画実施状況通報書」 (告示第112号様式第 2号)に より通報

すること。

イ 計画終期現在の実施状況について

採用計画期間が満了する機関にあつては、その終期における当該計画の実施状

況を別紙 5に より通報すること。

3 特定身体障害者任免状況について

平成30年 6月 1日 現在の貴機関における特定身体障害者 (※ )である職員の任免状況

を調査するので、別紙 6「特定身体障害者の任免状況調査結果連絡書」によりその結果

を報告すること。

※ 特定身体障害者とは、身体障害者福祉法施行規則 (昭和25年厚生省令第15号)月可表

第 5号身体障害者障害程度等級表の 1～ 3級の視覚障害者 (両眼の視力の和が0.08



以下のもの及び両眼の視野がそれぞれ10度以内で、かつ、両H艮による視野についての

視能率による損失率が90%以上のもの)に該当する者とすること:

障害者である職員の免職状況について

平成29年 6月 2日 から平成30年 6月 1日 までの 1年間の免職の状況について、別紙

7「障害者である職員の免職状況」により調査 し報告すること。

5 通報等期限

上記 1、 2の (2)ア、 3及び 4については平成30年 7月 17日 (火)までに、上記 2の

(1)については平成30年 11月 30日 (金)ま でに、上記 2の (2)イ については、平成31年 2

月 15日 (金)ま でに、厚生労働省職業安定局雇用開発部障害者雇用対策課あて提出する

こと。

Ⅱ 通報に当たつての留意事項

1 通報の対象 となる職員の範囲

任免状況の通報の対象となる職員とは、常時勤務する職員 (※ 1)である。短時間

勤務職員 (※ 2)も通報の対象であることに留意すること。

※1 常時勤務する職員とは、法律上の任用形式のいかんを問わず、期間の定めなく勤

務している者 (雇入れのときから1年を超えて引き続き雇用されると見込まれる者)

※2 短時間勤務職員とは、一週間の勤務時間が当該機関に勤務する通常の職員の一週

間の勤務時間に比し短く、かつ、20時間以上30時間未満である者

2 通報の対象となる障害者について

イ  「身体障害者」とは、身体障害者福祉法 (昭和24年法律第283号)第 15条に規定す

る身体障害者手帳の交付を受けている者であって、その等級が 1級から6級に該当す

る者 とし、「重度身体障害者」とは、このうち 1級又は 2級に該当する者とすること。

なお、身体障害者の障害程度等級について、具体的には別添 (参考)の とおりで

あるので留意すること。

そのほか、封 象 とナ食るか否 かの判 断 について 下記闇い合わせ先まで照会す る

こと。

口 「知的障害者」とは、児童相談所、知的障害者福祉法 (昭和35年法律第37号)第
9条第 6項に規定する知的障害者更生相談所、精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律 (昭和25年法律第123号)第 6条第 1項に規定する精神保健福祉センター、精

神保健指定医又は法第19条 の障害者職業センターにより知的障害者 と判定された者

とすること。

ハ  「重度知的障害者」とは、知的障害者のうち知的障害の程度が重いと判定された

者 とし、具体的には、次のいずれかの場合に、重度知的障害者に該当することとな

ること。

・ 療育手帳で程度が 「A」 とされている者
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・ 児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター、精神保健指定医

による療育手帳の「A」 に相当する程度 (特別障害者控除を受けられる程度等)

とする判定書をもらっている者
・ 障害者職業センターにより、「重度知的障害者」と判定された者

二  「精神障害者」とは、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 (昭和25年法律

第12⊇量J第45条に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者とするこ

と。

なお、陸窒査の雇用のイ足進等に関する法律施行規則 (昭和51年労働省令第38号 )

附則第4条及び第 5条により、精神障害者である短時間勤務職員 (一週間の勤務時

間が当該挫関に勤務する通常の職員の一週間の勤務時間に比し短く、かつ、20時間
以上 80時間未満 で 渉ぅる短時間勤務職 昌をい う^)で あって、 の①及び②のいずれ

にも該当する者については、その 1人をもつて 1人の対象障害者である労働者に相
当す るヰぅの とみなす こととされた とか t通報書の記入にあたっては、 (フ )の
欄に分けて記入すること。

① その採用の日、又は、精神障害者保健福祉手帳取得の日 (※ 1)のいずれか遅
い 日か ら走E算 して 3年カ る間にある者 (※ 2)

② 平成35年 3月 31日 までに、採用され、精神障害者保健福祉手帳を取得した者
※ 1 知的障害があると判定されていた が、採用後、発達障害により精神障害者

保健福祉手帳を取得した場合は、判定の日を、精神障害者保健福祉手帳取得の

日とみなす。

※2 その採用前 3年以内に当該国又は地方公共団体を退職した者を除く。

障害者である職員の把握 B確認について

障害者である職員の把握に当たっては、別紙 8「プライバシーに配慮 した障害者の

把握・確認ガイ ドライン」 (※)(周知用リーフレット :http:〃 www.nihlw.宝 O.ip/bunva/

kovou/shoutaisha01/pdPsvuuchЮ 3,pdf)に従い、プライパシーに配慮した情報収集を行い、

適正な方法により把握すること。
瞳害者 で ある職 昌 を計上す るに当たって ι土、上 記 2の 対 象 ルなる障害者であるこ

とを身体障害者手帳、知的障害者 と判定された旨が確認できる書類 (療育手帳、上記
2口 の記載 した機関の発行 した判定書)、 精神障害者保健福祉手帳により確認 した上

3

で、適正な通報を行うこと。
相オ犀・確認 方法 について疑義がある場合は、下誡問い合わ まで照会す る とハ

(※)「プライバシーに配慮した障害者の把握・確認ガイ ドライン」は平成 17年 11月 に

通失日したものであり、以下の人数等が平成30年 4月 現在とは異なっております。
・障害者雇用状況の報告 (従業員45.5人以上企業が封象 )

・障害者雇用納付金の申告 (従業員 100。 5人以上企業が対象)

・障害者雇用調整金の申請 (従業員100.5人以上企業が姑象)及び報奨金の申請

(従業員 100人以下企業が対象) 等

今後、改訂版を発出する予定であることを申し添えます。
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4 除外職員制度の取扱いについて

除外職員制度については、法第38条及び施行令別表第 1、 第 3及び第 4に規定され

ているところであるが、具体的には別紙 9の とおりである。

記入に当たっては様式第 3号 (別紙 1)〔注意〕 4～ 11を参照すること。

障害者在職状況の発表について

平成 17年の法改正に係る国会審議における附帯決議を踏まえ、障害者雇用状況の集

計結果の発表の際に、個別の機関ごとの在職状況を併せて発表するので、あらかじめ

御承知おきいただきたいこと。

なお、発表する項 目は、 「障害者任免状況通報書」の⑨欄 「法定雇用障害者数の算

定の基礎 となる職員の数」、⑩欄 「障害者計」、①欄 「実雇用率」及び⑫欄 「法定雇

用率を達成するために採用しなければならない身体障害者、知的障害者又は精神障害

者の数」とする。

【問い合わせ先】
(職員の任免に関する通報について)

厚生労働省職業安定局障害者雇用対策課

雇用指導第二係 石原、松井
Te1   03-5253-1111 (内聰泉5789)

03-3502-6775(夜 間直通 )

Fax   03-3502-5394

Mail  ishihara― I(i okoOmhlw.

matsui―daisukeOmhlw.go.jp

(「プライバシーに配慮した障害者の把握t確認ガイドライン」について)

厚生労働省職業安定局障害者雇用対策課

障害者雇用専門官 田中

Te1   03-5253-1111 (ア当れ泉5829)

03-3502-6775(夜 間直通)

Fax   03-3502-5394

Mail tanaka一 inari010mhlw,go. iっ
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プライバシーに配慮した障害者の把握 日確認ガイドライン

IBは じめに

1.ガイ ドライン策定の背景及び目的…

コラム :個人情報保護法とこのガイ ドラインの関係

2.障害者雇用促進法に基づき事業主が実施すべき業務……………

(1)障害者雇用状況の報告 (従業員 56人以上企業が対象 )

(2)障害者雇用納付金の申告 (従業員301人以上企業が封象)

(3)障害者雇用調整金の申請 (従業員 301人以上企業が対象)及び報奨金の

申請 (従業員 300人以下企業が対象)

(4)書類の保存・備付け

3.制度の対象となる障害者の範囲……………・

(1)制度の対象となる障害者の範囲

① 障害者手帳等による確認

② 雇用障害者数の算定における特例的な取扱い

(2)障害者手帳制度の概要

Ⅱ口対象者の把握 L確認方法……Ⅲ

1.採用段階で障害者を把握・確認する場合 ……… … …・12

(1)採用決定前から障害者であることを把握する場合

(2)採用決定後の確認手続

① 利用目的の明示等

② 明示方法

本人の同意を得るに当たつて

③ 家族への説明等

2.採用後に障害者を把握・確認する場合……・・…………………・

(1)雇用している労働者全員に対して申告を呼びかける場合

① 呼びかけ方法

② 呼びかけの際に明示する事項

(2)個人を特定して照会を行うことができる場合

① 個人を特定して照会を行うことができる場合

② 照会に当たつて

16
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照会を行う理由を明確に

強要の禁止

③ 障害者雇用状況の報告等に必要な情報の確認

利用目的の明示の際に本人に伝える内容 (再掲)

利用目的等の明示方法

本人の同意を得るに当たつて

3.把握 ,確認した情報の更新…………………………………

① 毎年度の利用に当たつて

② 更新を行う頻度は必要最少限に

③ 更新の際に本人に伝達すべき事項

④ 本人からの申出による変更手続き

⑤ 利用停止等

4.把握 `確認に当たつての禁忌事項

Ⅲ.把握・確認 した情報の処理・保管方法 ……

1.処理・保管の具体的な手順

(1)安全管理措置等

① 安全管理措置

② 把握 =確認した情報の他事利用

(2)苦情処理体制

2.処理・保管に当たつての禁忌事項………

25

・ 27

・・29

・・・29

30

Ⅳ.障害に対する理解や障害者に対する支援策についての理解の普及 … 32

(1)管理職や従業員の意識啓発

(2)障害者が職場で働き続けるため企業や障害者本人に対して行われる公的支

援

(3)障害者に対する企業独自の雇用支援策       ‐



I日 は じめに

1.ガイ ドライン策定の背景及び目的

障害者の雇用の促進等に関する法律 (昭和 35年法律第 123号。以下 「障害者雇用

促進法」とい う。)は、障害者の職業の安定を図ることを目的として、障害者雇用率

(以下単に「法定雇用率」とい う。)を設定し、事業主に姑 して障害者の雇用義務を

課 しています。この雇用義務の達成状況について、6月 1日 現在で毎年一回厚生労働

大臣に報告 しなければならないこととなつています。

また、法定雇用率未達成の事業主は、不足する障害者数に応 じて障害者雇用納付金

を納める必要があり、この納付金を原資として、法定雇用率達成の事業主等に対して、

障害者数に応 じて障害者雇用調整金又は報奨金が支給されています。

このため、事業主は、障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇

用調整金又は報奨金の申請に当たつて、雇用している労働者の中から、障害者である

労働者の人数、障害種別、障害程度等を把握・確認する必要があります。これらの情

報については、個人情報保護法をはじめとする法令等に十分留意しながら、適正な取

得、利用等を行 うことが求められていまサ。

この度、障害者雇用促進法の改正により、各企業の実雇用率の算定の際に、従来の

身体障害者及び知的障害者に加え、精神障害者も算定対象 とすることとされたところ

です (平成 18年 4月 施行 )。 精神障害者については、企業に採用された後に障害者 と

なった者も少なくないと考えられることから、特にこのような者の把握・確認に当た

っては、プライバシーに配慮する必要があります。

このような状況を踏まえ、今回、障害者本人の意に反 した雇用率制度の適用等が行

われないよう、精神障害者だけでなく、身体障害者及び知的障害者にも共通するもの

として、プライバシーに配慮 した障害者の把握・確認の在 り方についてガイ ドライン

を策定 しました。障害者雇用促進法に基づいて企業が行 う業務の手続に即 して、把

握・確認の具体的な手順及び禁忌事項等を示 していますので、企業の皆様におかれて

は、このガイ ドラインにより、障害者の適正な把握・確認に努めてください。

なお、このガイ ドラインで示 している法令等の略語については、このガイ ドライン

の末尾に掲載されている「参考 :こ のガイ ドラインの準拠する法令等」を参照してく

ださい。
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十個人情報保護法 とこのガイ ドラインの関係 !       ― ―‐‐ ・

個人情報保護法に基づき、法令上、「個人情報取扱事業者」としての義務等を負うのは、

5千件を超える個人情報を、コンピュータなどを用いて検索することができるよう体系

的に構成した「個人情報データベース等」を事業活動に利用している事業主です。

障害者雇用促進法に基づいて障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害

者雇用調整金又は報奨金の申請を実施する事業主が、すべて個人情報取扱事業者に該当

するわけではありません。しかしながら、①労働者の障害に関する情報は、個人情報の

なかでも特に取扱いに注意が必要であることから、情報の適切な取扱いが期待されてい

ること、また、②障害者の立場からは、どの事業主が法令上の義務を負 う個人情報取扱

事業者に該当するかがわかりにくいこと等から、その規模にかかわらず、つまり、利用

する個人情報が 5千件以下の事業主であっても、障害者雇用状況の報告、障害者雇用納

付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請を行うすべての事業主に対して個人情

報保護法の要請があてはまるものとしてこのガイ ドラインを策定しています。

なお、雇用管理指針及び健康情報留意事項についても同様です。
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2E障害者雇用促進法に基づき事業主が実施すべき業務

事業主は、障害者雇用促進法に基づ.き 、(1)障害者雇用状況の報告、(2)障害者

雇用納付金の申告、(3)障害者雇用調整金又は報奨金の申請、(4)書類の保存・備

付けを実施することとなっています。

(■ )障害者雇用状況の報告 (従業員 56人以上企業が対象)

事業主は、毎年、6月 1日 現在における障害者の雇用状況を、7月 15日 までに、

その主たる事業所の所在地を管轄する公共職業安定所長に報告しなければならな

いこととされています 〔障害則 8〕 。

その際、参考資料 1(障害者雇用状況報告)の様式により、障害者である労働

者の人数を、障害種別・障害程度・労働時間等の区分ごとに報告する必要があり

ます。

(2)障害者雇用納付金の申告 (従業員 301人以上企業が対象)

事業主は、各年度ごとに、その年度の障害者雇用納付金の額等を、翌年度の4

月 1日 から5月 15日 まで
1に

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構 (都道府県

障害者雇用促進協会経由)に 申告しなければならないこととされています 〔障害

法 56①〕。

申告には、参考資料 2(障害者雇用納付金の申請)の様式により、各月ごとの

初日における雇用障害者の数を障害種別・障害程度・労働時間等の区分ごとに申

告するとともに、障害者個々人ごとに、氏名、性別、生年月日、障害種別、障害

者手帳の番号、雇入れ年月日、年度内に障害者となった年月日、年度内等級等変

更年月日等を申告する必要があります。

(3)障害者雇用調整金の申請 (従業員 301人以上企業が対象)及び報

奨金の申請 (従業員 300人以下企業が対象)

障害者雇用調整金は、各年度ごとに、その年度の障害者雇用調整金の申請を、

翌年度の4月 1日 から5月 15日 までに独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構

(都道府県障害者雇用促進協会経由)に姑 して行つた事業主に対して支給するこ

ととされています
2〔

現行については、障害令 14〕 。また、報奨金は、各年度ごとに、

15月 15日 が土曜日、日曜日又は祝日である場合は、5月 15日 以降直近の平日とします。平成 18

年度の実績に基づく平成 19年度支給分以降の障害者雇用調整金及び報奨金の支給申請期間に

ついても同じです。
2これまで障害者雇用調整金の支給申請期間は、4月 1日 から7月 31日 までとなつていましたが、
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その年度の報奨金の申請を、翌年度の4月 1日 から7月 31日 までに行つた事業主
に対して支給することとされています 〔障害則附則 2〕 。

申請には、参考資料 3(障害者雇用調整金の申請)又は参考資料 4(報奨金の

申請)の様式により、各月ごとの初日における雇用障害者の数を障害種別・障害

程度・労働時間等の区分ごとに申請するとともに、障害者個々人ごとに、氏名、

性別、生年月 日、障害種別、障害者手帳の番号、雇入れ年月 日、年度内に障害者

となった年月 日、年度内等級等変更年月 日等を申告する必要があります。

(4)書類の保存・備付け

事業主は、各事業所ごとに、その事業所において雇用する障害者である労働者
について、身体障害者手帳の写し又は医師の診断書、療育手帳の写し又は判定機

関の交付する判定書、精神障害者保健福祉手帳の写し
3な

ど、これらの労働者が障
害者であることを明らかにすることができる書類を備え付けることとされていま
す 〔障害則 45①〕。
また、これらの書類を、その労働者の死亡、退職又は解雇の日から3年間保存

することとされています 〔障害則 45②〕。

平成 19年度支給分から、4月 1日 から5月 15日 までに変更されます (予定)。

3平成 18年 4月 より、保存及び備え付けることとされる書類として、精神障害者保健福祉手帳が
追力日されます (予定)。
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【従業員301人以上企業の場合】
4/1

障害者雇用促進法に基づ く障害者雇用状況報告等の年間スケジュール

5/15      6/1 7/15 【窓口】

障
害
者
雇
用

義
務
制
度

障
害
者
雇
用
納
付
金
制
度

【主たる事業所の所在地を管轄する

公共職業安定所】

【高齢・障害者雇用支援機構 (都道府県

障害者雇用促進協会経由)】

麒      4/1

【従業員 300人以下企業の場合】
4/1

5/15 10/1 10/31

6/1 7/15
【窓口】

障害者雇用状況報

告を行うべき期間

障害者雇用納付金の申告(前年度の

障害者雇用実績に基づく。)

障害者雇用調整金の申請(前年度の

障害者雇用実績に基づく1)
くく超過1人当たり月額2万 7 千

障害者雇用状況報

告を行うべき期間

障
害
者
雇
用

義
務
制
度

障
害
者
雇
用

納
付
金
制
度

4/1

雇用率の達成状況にア)｀かわらす企業が実施する手続

7/31       lo/1

雇用率未達成企業が実施する手続

【主たる事業所の所在地を管轄する

公共職業安定所】

【高齢・障害者雇用支援機構 (都道府県

障害者雇用促進協会経由)】

10/31

※これまで障害者雇用調整金の支給申請期間は、4

月 1日 から7月 31日 までとなっていましたが、平

成 19年度支給分から、4月 1日 から 5月 15日 ま

でに変更されます (予定)。
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3.制度の対象となる障害者の範囲

(1)制度の対象となる障害者の範囲

① 障害者手帳等による確認

障害者雇用義務制度及び障害者雇用納付金制度の姑象となる障害者の範囲は、

身体障害者、知的障害者、及び精神障害者であって、以下の障害者手帳等によつ

て確認することとされています。

② 雇用障害者数の算定における特例的な取扱い

以下に掲げる重度身体障害者又は重度知的障害者は、障害者雇用義務制度及

び障害者雇用納付金制度上、 2人分に算定されます。また、重度身体障害者又

は重度知的障害である短時間労働者 (週所定労働時間 20時間以上 30時間未満)

についても、障害者雇用義務制度及び障害者雇用納付金制度上、1人分に算定さ

れます。さらに、平成 18年 4月 より、精神障害者に雇用率制度が適用されるこ

とに伴い、精神障害者である短時間労働者も、0.5人分に算定されることとな

ります。

○ 重度身体障害者 :身体障害者障害程度等級表の 1級又は2級の障害を有する方

○ 重度知的障害者 :①療育手帳の所持者で 「重度相当の程度 (例、A又は 1度など)」

と判定されている方、②地域障害者職業センターの判定書所持者で、

その判定書に重度知的障害者である旨の記載がされている方等

4 身体障害者については、当分の間、都道府県知事の定める医師若しくは産業医による障害者雇
用促進法別表に掲げる身体障害を有する旨の診断書・意見書 (ただし、心臓、じん臓、呼吸器、
ぼうこう若しくは直腸、小腸又はヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害については、当
分の間、指定医によるものに限る。)に よつて確認を行うことも認められています。

O 身体障害者については、身体障害者手帳
4

0 知的障害者については、(イ )都道府県知事又は政令指定都市市長が交付

する療育手帳 (自 治体によっては別の名称を用いる場合があります。例え

ば東京都においては愛の手帳。)又 は(口 )児童相談所、知的障害者更生相談

所、精神保健福祉センター、精神保健指定医若 しくは障害者職業センター

による判定書

O 精神障害者については、精神障害者保健福祉手帳 (平成 18年 4月 以降)
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(2)障害者手帳制度の概要

身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の対象、等級、交付申請手

続、手帳取得のメリット等は次頁のィ覧表のとおりです。
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障害種類別の障害者手帳制度

∞

精神障害者保健福祉手帳

精神障害のため、長期にわた り、日常生
活または社会生活への制約があるもの

精神保健福祉法第 45条

1級 :精神障害であって日常生活の用を
弁ずることを不能ならしめるもの

2級 :精神障害であって日常生活が著 し
く制限を受けるか、又は制限を加
えることを必要とする程度のもの

3級 :精神障害であって日常生活若 しく
は社会生活に制限を加えることを
必要とする程度のもの

療育手帳 (知的障害者)

児童相談所又は知的障害者更生相談所に
おいて知的障害と判定されたもの

昭和 48年 9月 27日 厚生省発児 156号

重度

(18歳未満)

① 知能指数が概ね 35以下であつ
て、次のいずれかに該当するもの

ア)食事、着脱衣、排便及び洗面

等 日常生活の介助を必要 とし、社

会生活への適応が著 しく困難な

もの

イ)頻繁なてんかん発作又は失禁、
異食、興奮、寡動その他の問題行
動を有し、監護が必要なもの

② 知能指数が概ね 50以下であつて
盲 (強度の弱視を含む)、 ろうあ (強

度の難聴を含む)又は肢体不自由を
有する児童

(18歳以上)

① 知能指数が概ね 35以下 (肢体不
自由、盲、ろうあ等障害を有する者
については 50以下)であつて、次
のいずれかに該当するもの

ア)日 常生活における基本的動作
(食事、排泄、入浴、洗面、着脱

衣等)が困難であつて、個別的指
導及び介助が必要なもの

イ)失禁、異食、興奮、多寡動その
他の問題行動を有し、常時注意と
指導が必要なもの

その他 :重度のもの以外

身体障害者手帳

身体障害者福祉法別表に該当する障害が
あり、障害が永続するもの

身体障害者福祉法第 15条

(障害種類 )

・ 視覚障害

・ 聴覚または平衡機能の障害

・ 音声機能、言語機能または

そしゃく機能の障害

・ 肢体不自由

・ 心臓機能障害

・ じん臓機能障害

・ 呼「及器機能障害

・ ぼうこうまたは直腸の機能障害

・ 小腸機能障害

・ ヒ ト免疫不全 ウイルスによる免疫
機能障害

(障害等級)

'1～ 6級 (7級の障害は 1つのみ
では法の対象 とはならないが、 7級
の障害が 2つ以上重複する場合は、
法の対象 となる)

対象者

根拠法令等

対象となる障害の

種類・等級



Φ

精神障害者保健福祉手帳

精神保健福祉センター (ただし、障害年

金証書の写 しがある場合は精神保健福

祉センターの判定は不要)

2年間

申請書に以下の①または②の書類を添
付し、市町村を経由して都道府県知事に

提出

① 医師の診断書 (精神保健指定医そ
の他精神障害の診断または治療に
従事する医師によるもので、初診日
から6か月以上経過 した時点のも
の )

② 障害年金証書の写し

原則として本人。ただし、家族、医療機
関職員等の代行も可。

31.3万人 (平成 15年度)

国税・地方税の控除・減免

生活福祉資金の貸付け

携帯電話の基本料・付加機能使用料
半額

参考資料 7参照

療育手帳 (知的障害者)

児童相談所または知的障害者更生相談所

なし (※ 2)

申請書を、居住地の福祉事務所長を経由し
て都道府県知事に提出

本人またはその保護者

64.1万人 (平成 15年度)

国税・地方税の控除・減免

航空運賃割引

」R運賃の割引

有料道路通行料金割引

生活福社資金の貸付け

携帯電話の基本料・付加機能使用料

半額

参考資料 6参照

身体障害者手帳

障害程度の認定について専門的な知識及

び技術を必要 とするときは、身体障害者

更生相談所

なし (※ 1)

申請書に都道府県知事の指定する医師が

作成した「診断書・意見書」を添付し、
居住地の福祉事務所長を経由して都道府
県知事に提出

本人。ただし、15歳未満の者については

保護者が代行。

456.0万人 (平成 15年度)

国税・地方税の控除・減免

航空運賃割引

JR運賃の割引

有料道路通行料金割引

生活福祉資金の貸付け

携帯電話の基本料・付加機能使用料

半額

参考資料 5参照

判定機関

有効期間

交付申請手続

申請者

交付者数

手帳取得のメ リッ
トの例

様式

(※ 1)
(※ 2)

障害の状態が軽減する等の変化が予想 される場合には、障害認定 日から 1年以上 5年以内の期間内に判定機関において再認定を行 う。

障害の程度を確認するため、原則 として 2年ごとに児童相談所または知的障害者更生相談所において判定を行 う。



Ⅱ.対象者の把握・確認方法

障害者雇用義務制度及び障害者雇用納付金制度の姑象となる障害者を把握・確認す

るきつかけは、「1.採用段階で障害者を把握・確認ナる場合」と、「2.採用後に障

害者を把握 =確認する場合」に分けられます。

「1.採用段階で障害者を把握・確認する場合」とは、本人が自ら障害を有するこ

とを、採用前の段階から企業に姑して明らかにしている者や、採用面接の過程等で障

害を有することが明らかになった者を採用し、採用決定後に詳細な情報を確認する場

合を指 します。

一方、「2.採用後に障害者を把握・確認する場合」とは、採用後に障害を有する

こととなった者や、採用前の時点では障害を有することを明らかにしていなかったが、

採用後に明らかにすることを望んでいる者を把握・確認する場合を指します。

以下では、このような把握・確認のきっかけごとに、具体的な把握・確認手順や、

その際の留意事項を示 します。

また、障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は報

奨金の申請は、毎年度実施するものであることから、「3.把握・確認 した情報の更

新」において、具体的な更新の手順や、その際の留意事項を示 します。

なお、このガイ ドラインに定める障害者の把握・確認方法や把握・確認 した情報の

更新、処理・保管の方法その他労働者の障害に関する情報の取扱いに関する重要事項

を定めるときは、あらかじめ労働組合等5に通知し、必要に応 じて協議を行い、重要
事項の決定を行つたときは、労働者に周知することが望まれます 〔雇用管理指針第二
の九〕。

5労働組合等とは、労働者の過半数で組織する労働組合があるときはその労働組合を、労働者の
過半数で組織する労働組合がないときは労働者の過半数を代表する者を意味します。
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対象者の把握 日確認の流れ (精神障害者の例)

採用
1 採用段階で障害者を

把握 日確認する場合

採用前に手帳取得

▲H

2.採用後に障害者を把握 ロ

確認する場合

3日 把握 口確認 した情報の更新

Ｐ
μ

手帳所持者 (会社により把握 。確認 ) 企業による把握・確認

(=本人の申告 )

・・ H・・・ 手帳所持者 (会社により把握・確認 されていない)

▲

　

Ｘ

手帳の取得又は更新

(=情報の取得又は更新 )

手帳の失効

(=治癒等 )

2年毎に更新2年毎に更新
k▲▲

2年毎に更新

2_年毎に更新

2年毎に更新

2年毎に更新

採用後に手帳取得

▲ H

ヽ

※

採用前に手帳取得

▲・

※ 障害者専用求人への応募や採用面接時等に特別な職業上の必要性等があるために企業が把握する場合が考えられる。



1.採用段階で障害者を把握 E確認する場合

(1)採用決定前から障害者であることを把握する場合

採用決定前から障害の有無を把握する場合としては、①合同面接会等の機

会に障害者専用求人に応募する等、採用段階から本人が自ら障害者であるこ

とを明らかにしている場合と、②採用面接時等に、事業主が応募者に姑して

障害の有無を照会する場合があると考えられます。

ただし、②の場合に障害の有無を照会するのは、特別な職業上の必要性が

存在することその他業務の目的の達成に必要不可欠な場合に限られ、その際

には、目的を示 して本人に障害の有無を照会しなければなりません 〔募集指

針第四の一の (― )〕 。

(2)採用決定後の確認手続

① 利用目的の明示等

(1)に より、障害者であることを把握 している者を採用 した場合は、採

用決定後に、その労働者に対して、障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付

金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請のために用いるという利用目

的その他以下に列挙する事項を明示した上で 〔個法 18②〕、本人の同意を得

て、その利用目的のために必要な情報を取得します 〔個法 16①〕。

また、採用決定後の確認手続は、情報を取 り扱 う者を必要最小限とするた

め、企業の人事管理部門において障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金

の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請を担当する者から直接本人に納

して行 うことが望まれます。なお、いくつかの事業所を有する企業の場合は、

事業所ごとに担当者を設けて確認することも考えられます。

【本人に対して明示する事項】 !   !―      ‐

① 障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整

金又は報奨金の申請のために用いるという利用目的

② ①の報告等に必要な個人情報の内容

必要な個人情報の内容については、適宜、障害者雇用状況の報

告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申

請それぞれの様式 (参考資料 1～ 4)を示 して説明を行 うことも

考えられます。
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③ 取得 した個人情報は、原則として毎年度利用するものであること

障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用

調整金又は報奨金の申請は、毎年度 1回行 うこととされているこ

とから、把握・確認 した情報を毎年度用いることについて、あら

かじめ本人の同意を得ておくこととします。ただし、精神障害者

保健福祉手帳の場合は、有効期限が 2年間であることに注意する

必要があります。

④ 利用目的の達成に必要な範囲内で、障害等級の変更や精神障害者保

健福祉手帳の有効期限等について確認を行う場合があること

⑤ 障害者手帳を返却 した場合や、障害等級の変更があつた場合は、そ

の旨人事担当者まで申し出てほしいこと

障害によつては、障害の程度の変化により、障害等級が変更に

なった り、障害者手帳の返去口が行われる場合があります。また、

精神障害者保健福祉手帳については、有効期限が 2年間であるこ

とから、手帳の更新手続が必要となっています。さらに、身体障

害者については、障害の程度が軽減する等の変化が予想される場

合には、身体障害者手帳の交付にあたり、再認定の条件が付され

る場合があります。

このため、精神障害者保健福祉手帳の有効期限又は身体障害者

手帳の再認定の有無を把握 B確認するとともに、必要に応 じ担

握・確認 した情報の内容に変更があるかどうか確認を行 う場合が

あることや、もし変更があつた場合は自ら申し出てほしいことを

伝えておくこととします。なお、把握・確認 した情報の更新につ

いては、「■.3,把 握・確認 した情報の更新」を参照 してくだ

さい。

⑥ 特例子会社又は関係会社の場合、取得 した情報を親事業主に提供す

ること

特例子会社の認定又は関係会社特例の認定を受けた規事業主

の障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用

調整金又は報奨金の申請は、親事業主が、特例子会社及び関係会

社の分もとりまとめて親事業主の事業所の所在地を管轄する公

共職業安定所に対 して行 うことになうています。このため、特例

子会社及び関係会社において把握 した労働者の障害に関する情

報は、親事業主に姑 して提供される必要があることから、特例子

会社及び関係会社において情報の収集を行 う際には、取得した情

報を、親事業主に提供すること明示する必要があります 〔個法 23
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①〕。

⑦ 障害者本人に対する公的支援策や企業の支援策についても、あわせ

て伝えることが望ましい

利用目的を明示する際に、申告することにより労働者本人が得

られるメリットとして、職業 リハビリテーション等の公的支援策

や、企業が障害者に姑して行 う支援策についても、あわせて伝え

ることが望まれます。支援策の具体的な内容については、「Ⅳ .

障害に対する理解や障害者に対する支援策についての理解の普

及」を参照してください。

② 明示方法

利用 目的を本人に明示する方法については、以下の事例を参考にしてくだ

さい。

【「本人に明示」に該当する事例】

例 1:利用目的を明記 した契約書その他の書面を相手方である本人

に手渡し、又は送付すること。

例 2:ネ ットワーク上において、本人がアクセスした自社のウェブ

画面上、又は本人の端末装置上にその利用 目的を明記するこ

と

※ただし、知的障害者等、本人の判断能力に疑義がある場合には、

下記③を参照してください。

「
【「本人に明示」に該当しない事例】

1 例 1:利用目的が記載された部分が容易にわからない書面を、日頭

で補足せず単に手渡すこと

※ 採用段階で障害者を把握 し、採用決定後に確認を行 う際に提示する書

面の例は、別添 1を参照してください。

本人の同意を得るに当たつて

企業が、障害者雇用状況の報告等以外の目的で、労働者から障害に関す

る個人情報を取得する際に、あわせて障害者雇用状況の報告等のためにも

その情報を用いることについて同意を得るようなことはせず、あくまで別

途の手順を踏んで同意を得ることとします。

tl

|:

||

|:

|
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例えば、障害者雇用状況の報告等のために用いるとい う利用目的が、他

の多くの事項が記載された文書の中に記載されており、この利用 目的が記

載された部分が容易に識別できない書面を、口頭で補足せずに単に手渡し

ただけの場合、労働者がその部分に気付かずに、自らの障害に関する情報

がどのように利用されるのか理解しないままに同意を行う可能性も考え

られます。このため、企業は、労働者本人が、情報の利用目的及び利用方

法を理解したうえで同意を行 うことができるよう別途説明を行うなどの

配慮を行う必要があります。

③ 家族への説明等

知的障害者等、本人の判断能力に疑義がある場合は、利用目的等について

本人が理解できるよう十分に説明を行 うとともに、本人だけでなく家族等に

対 しても説明を行 うことが必要となる場合もあります。

なお、本人が成年被後見人であつて、本人から成年後見の登記事項証明書

が提出された場合は、本人のみならず、登記事項証明書に記載された後見人

に対 しても利用 目的等について説明を行い、その同意を得るようにします。
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2E採用後に障害者を把握・確認する場合

採用後に障害者を把握・確認する場合とは、採用後に障害を有することとなっ

た者や、採用前や採用面接時等においては障害を有することを明らかにしていな

かったが、採用後、明らかにすることを望んでいる者を把握・確認する場合を指

します。

この場合の把握・確認方法は、(1)雇用 している労働者全員に姑 して申告を

呼びかけることを原則としますが、例外的に (2)個人を特定して照会を行 うこ

とができる場合も考えられます。

なお、把握 。確認手続は、情報を取 り扱 う者の範囲を必要最小限とするため、

原則 として、企業の人事管理部門において障害者雇用状況の報告、障害者雇用納

付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請を担当する者から直接本人に紺

して行 うこととします。なお、いくつかの事業所を有する企業の場合は、事業所

ごとに担当者を設けて確認することも考えられます。ただし、把握・確認を行 う

きつかけによっては例外もありますので、注意 してください。

(1)雇用している労働者全員に対して申告を呼びかける場合

① 呼びかけ方法

採用後に障害者を把握・確認する場合の呼びかけの方法は、雇用する労

働者全員に対して、メールの送信や書類の配布等画一的な手段で申告を呼び

かけることを原則とします。

【呼びかけ方法として適切な事例】

例 1:労働者全員が社内LANを使用できる環境を整備 し、社内LA
Nの掲示板に掲載する、又は労働者全員に封して一斉にメール

を配信する。

例 2:労働者全員に対して、チラシ、社内報等を配布する。

例 3:労働者全員に対する回覧板に記載する。

例 4:労働者全員が定期的に見ると想定される事業所内の掲示板に掲

示する。

例 5:労働者全員に封して、自宅に文書を郵送する。
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【呼びかけ方法として不適切な事例】

例 1:労働者全員が社内LANを使用できる環境にない場合において、

労働者全員に姑してメールを配信する。

例 2:休憩室にのみチラシを置いておく。

例 3:社内サークル等、ある特定の集団に姑してのみチランを配布す

る。

例 4:障害者 と思われる労働者のいる部署に対 してのみチラシを配布

する。

※ 採用後に、雇用 している労働者全員に対 して申告を呼びかける書面の

例は、別添 2を参照してください。

② 呼びかけの際に明示する事項

申告を呼びかける際には、本人に対して利用 目的その他以下に列挙する事

項を明示することとします (再掲)。

なお、呼びかけを行 う際には、この呼びかけに姑 して回答することが業務

命令ではないことを明らかにすることが望まれます。

【本人に対して明示する事項】f    i

① 業務命令として、この呼びかけに対する回答を求めているものでは

ないこと

呼びかけに封しては、自らの障害に関する情報が、障害者雇用状

況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金

の申請のために用いるという利用目的に同意する場合にのみ回答

すればよく、業務命令により強制しているものではないという旨を

明らかにすることが望まれまサ。

② 障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整

金又は報奨金の申請のために用いるという利用目的

③ ②の報告等に必要な個人情報の内容

④ 取得した個人情報は、原則として毎年度利用するものであること

障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用

調整金又は報奨金の申請は、毎年度 1回行うこととされていること

から、把握・確認した情報を毎年度用いることについて、あらかじ
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め本人の同意を得ておくこととします。ただし、精ネ申障害者保健福

祉手帳の場合は、有効期限が2年間であることに注意する必要があ

ります。

⑤ 利用目的の達成に必要な範囲内で、障害等級の変更や精神障害者保

健福祉手帳の有効期限等について確認を行う場合があること

⑥ 障害者手帳を返却 した場合や(障害等級の変更があつた場合は、そ

の旨人事担当者まで申し出てほしいこと

障害によつては、障害の程度の変化により、障害等級が変更に

なったり、障害者手帳の返去「が行われる場合があります。また、

精神障害者保健福祉手帳については、有効期限が 2年間であるこ

とから、手帳の更新手続が必要となっています。さらに、身体障

害者については、障害の程度が軽減する等の変化が予想される場

合には、身体障害者手帳の交付にあたり、再認定の条件が付され

る場合があります。

このため、精神障害者保健福祉手帳の有効期限又は身体障害者

手帳の再認定の有無を把握・確認するとともに、必要に応 じ把

握・確認 した情報の内容に変更があるかどうか確認を行 う場合が

あることや、もし変更があつた場合は自ら申し出てほしいことを

伝えておくこととします。なお、把握・確認 した情報の更新につ

いては、「Ⅱ.3.把 握・確認 した情報の更新」を参照してくだ

さヤヽ。

⑦ 特例子会社又は関係会社の場合、取得 した情報を親事業主に提供す

ること

特例子会社の認定又は関係会社特例の認定を受けた親事業主の

障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整

金又は報奨金の申請は、親事業主が、特例子会社及び関係会社の分

もとりまとめて親事業主の事業所の所在地を管轄する公共職業安

定所に姑して行 うことになっています。このため、特例子会社及び

関係会社において把握した労働者の障害に関する情報は、親事業主

に射 して提供される必要があることから、特例子会社及び関係会社

において情報の収集を行 う際には、取得した情報を、親事業主に提

供すること明示する必要があります 〔個法 23①〕。

① 障害者本人に対する公的支援策や企業の支援策についても、あわせ

て伝えることが望ましい

利用 目的を明示する際に、申告することにより労働者本人が得ら
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れるメリントとして、職業リハビリテーション等の公的支援策や、

企業が障害者に対して行う支援策についても、あわせて伝えること

が望まれます。支援策の具体的な内容については、「Ⅳ.障害に対

する理解や障害者に封する支援策についての理解の普及」をか照し

てください。

19



(2)個人を特定して照会を行うことができる場合

採用後に障害者を把握・確認する場合は、 (1)で述べたように、雇用 して

いる労働者全員に姑 して申告を呼びかけることを原則 としますが、例外的に、

個人を特定 して障害者手帳等の所持について照会を行 うことができる場合も

考えられます。

ここでは、個人を特定して障害者手帳等の所持について照会を行 うことがで

きる場合、照会を行 う際の留意事項、照会を行つて障害者手帳等の所持を把握

し、かつ本人の同意のもとで利用目的に必要な情報を確認する手順を示 します。

① 個人を特定して照会を行うことができる場合

障害者である労働者本人が、職場において障害者の雇用を支援するための

公的制度や社内制度の活用を求めて、企業に紺し自発的に提供 した情報を根

拠とする場合は、個人を特定して障害者手帳等の所持を照会することができ

ます。

照会を行 う根拠 として適切な情報及び適切でない情報を以下に例示 しま

す。

【照会を行う根拠として適切な例】※ 1

例 1:公的な職業リハビリテーションサービスを利用したい旨の申出

例 2:企業が行う障害者就労支援策を利用したい旨の申出

【照会を行う根拠として不適切な例】

例 1:健康等について、部下が上司に対 して個人的に相談 した内容

例 2:上司や職場の同僚の受けた印象や職場における風評

例 3:企業内診療所における診療の結果          ・

例 4:健康診断の結果

例 5:健康保険組合のレセプ ト

【個別の状況によっては照会を行う根拠として不適切な場合があり得る

例】※2

例 1:所得税の障害者控除を行うために提出された書類

例 2:病欠・休職の際に提出された医師の診断書

例 3:傷病手当金 (健康保険)の請求に当たって事業主が証明を行

ったこと
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※ 1 復職支援制度の利用の申出を根拠に照会を行お うとする場合は、

あらかじめ本人の復職支援を担当している医師の意見を聞くよ

う1こ します。

※2 労働者本人の障害の受容の状況や病状等によつては、これらの

情報をもとに照会を行 うこと自体が、本人の意に反するようなケ

ースも生じうると考えられる事例です。これ らの情報をもとに照

会を行お うとする際には、照会を行 うことが適切かどうかの見極

めを、企業において個別ケースごとに慎重に行 う必要があります。

この場合、企業において本人の障害の受容の状況や病状等を知悉

している専門家 (保健医療関係者、例えば産業医など)がいると

きには、そ うした者にあらかじめ相談することなどを通じて、照

会を行 うことが適切かどうかを判断することが考えられます。

なお、障害者の把握・確認は、原則として、情報を取 り扱 う者を必要最小

限とするため、企業の人事管理部門において障害者雇用状況の報告、障害者

雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請を担当する者から直

接本人に対 して行 うこととします。

② 照会に当たつて

照会を行う理由を明確に

照会を行 う際には、障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障

害者雇用調整金又は報奨金の申請のために用いるとい う利用 目的を明示 し

た うえで、障害者手帳等の所持の確認を行 うこととします。

その際、なぜある労働者を特定して尋ねるのか、根拠となる情報を明らか

にし、本人に紺 して経緯を明確にすることが求められます。

強要の禁止

また、この照会に姑 して、障害者手帳等の所持を否定した場合や、呼びか

けに対する回答を拒否 した場合に、回答するよう繰 り返 し迫ったり、障害者

手帳等の取得を強要してはいけません (Ⅱ 。4.把握・確認に当たっての禁

忌事項」参照。)。                ・

したがって、照会に対して回答することは業務命令ではないことを明確に

するために、「この照会は、労働者に姑して、障害者雇用状況の報告、障害

者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請のために用いるこ

とに同意する場合にのみ回答をお願いするものであり、必ず回答しなければ

ならないというものではない。」という旨を明らかにすることが望まれます。

21



③ 障害者雇用状況の報告等に必要な情報の確認

利用目的の明示の際に本人に伝える内容 (再掲)

個人を特定して障害者手帳等の所持について照会を行い、その労働者が障

害者手帳等を所持 しており、かつ障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金

の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請のために用いることについて同

意が得られた場合には、利用目的その他以下に列挙する事項を明示 して、必

要な情報の確認を行 うこととします。

!【本人に対して明示する事項】r iェ 上iX … :ェ ー…「

① 障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整

金又は報奨金の申請のために用いるという利用目的

② ①の報告等に必要な個人情報の内容

必要な個人情報の内容については、適宜、障害者雇用状況の報

告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請

それぞれの様式 (参考資料1～ 4)を示して説明を行うことも考え

られます。

③ 取得 した個人情報は、原則として毎年度利用するものであること

障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用

調整金又は報奨金の申請は、毎年度 1回行 うこととされていること

から、把握・確認 した情報を毎年度用いることについて、あらかじ

め本人の同意を得ておくこととします。ただし、精神障害者保健福

祉手帳の場合は、有効期限が 2年間であることに注意する必要があ

ります。

④ 利用目的の達成に必要な範囲内で、障害等級の変更や精神障害者保

健福祉手帳の有効期限等について確認を行う場合があること

⑤ 障害者手帳を返却した場合や、障害等級の変更があつた場合は、そ

の旨人事担当者まで申し出てほしいこと

障害によつては、障害の程度の変化により、障害等級が変更に

なったり、障害者手帳の返去,が行われる場合があります。また、

精神障害者保健福祉手帳については、有効期限が2年間であるこ

とから、手帳の更新手続が必要となっています。さらに、身体障

害者については、障害の程度が軽減する等の変化が予想される場

!
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合には、身体障害者手帳の交付にあたり、再認定の条件が付され

る場合があります。

このため、精神障害者保健福祉手帳の有効期限又は身体障害者

手帳の再認定の有無を把握・確認するとともに、必要に応 じ把

握・確認 した情報の内容に変更があるかどうか確認を行 う場合が

あることや、もし変更があつた場合は自ら申し出てほしいことを

伝えておくこととします。なお、把握 。確認 した情報の更新につ

いては、「Ⅱ.3.把 握・確認 した情報の更新」を参照してくだ

さい。

⑥ 特例子会社又は関係会社の場合、取得 した情報を親事業主に提供す

ること

特例子会社の認定又は関係会社特例の認定を受けた親事業主の

障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調

整金又は報奨金の申請は、規事業主が、特例子会社及び関係会社

の分もとりまとめて親事業主の事業所の所在地を管轄する公共職

業安定所に対 して行 うことになっています。このため、特例子会

社及び関係会社において把握した労働者の障害に関する情報は、

親事業主に対 して提供される必要があることから、特例子会社及

び関係会社において情報の収集を行 う際には、取得した情報を、

親事業主に提供すること明示する必要があります 〔個法 23①〕。

⑦ 障害者本人に対する公的支援策や企業による支援策についても、あ

わせて伝えることが望ましい

利用 目的を明示する際に、申告することにより労働者本人が得

られるメリットとして、職業リハビリテーション等の公的支援策

や、企業が障害者に対して行 う支援策についても、あわせて伝え

ることが望まれます。支援策の具体的な内容については、「Ⅳ.障

害に対する理解や障害者に対する支援策についての理解の普及」

を参照 してください。

利用 目的等の明示方法

利用 目的等 を本人に明示する方法については、以下の事例を参考にし

て ください (再掲 )。

【「本人に明示」に該当する事例】

例 1:利用目的を明記した契約書その他の書面※を相手方である本
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人に手渡 し、又は送付すること。

例 2:ネ ットワーク上において、本人がアクセスした自社のウェブ |

画面上、又は本人の端末装置上にその利用目的を明記すること

【「本人に明示」に該当しない事例】

例 1:禾げ用目的が記載された部分が容易にわからない書面を、日頭

で補足せず単に送付又は手渡すこと

※ 採用後の労働者について、個人を特定して照会を行 う際の書面の例は、

別添 3を参照してください。

本人の同意を得るに当たつて

企業が、障害者雇用状況の報告等以外の目的で、労働者から障害に関す

る個人情報を取得する際に、あわせて障害者雇用状況の報告等のためにも

その情報を用いることについて同意を得るようなことはせず、あくまで別

途の手順を踏んで同意を得ることとします。

例えば、障害者雇用状況の報告等のために用いるという利用目的が、他

の多くの事項が記載 された文書の中に記載されており、この利用 目的が

記載された部分が容易に識別できない書面を、日頭で補足せずに単に手

渡しただけの場合、労働者がその部分に気付かずに、自らの障害に関す

る情報がどのように利用されるのか理解 しないままに同意を行 う可能性

も考えられます。このため、企業は、労働者本人が、情報の利用 目的及

び利用方法を理解 したうえで同意を行 うことができるよう別途説明を行

うなどの配慮を行 う必要があります。

また、所得税の障害者控除を行 うために本人からの申告書類を受け取

るときや、病休・休職の申請を本人から受けるとき、傷病手当金の請求

に当たり本人から企業の証明を求められたときに、その情報を障害者雇

用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金

の申請のために用いることについても同意を求めるようなことはしない

ようにします。
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3日 把握 `確認 した情報の更新

労働者の障害に関する情報を、一度把握・確認 した後も、情報に変更がある場

合は更新が必要です。

例えば、把握・確認 した労働者が精神障害者である場合、精神障害者保健福祉

手帳の有効期限は 2年間であることから、把握・確認 した手帳の有効期限が経過

した後に、手帳を更新 しているかを確認する必要があります。

また、重度障害者 と重度障害者以外の障害者 とでは、障害者雇用率制度及び障

害者雇用納付金制度上での算定方法が異なってくることから、障害の程度に変化

があると考えられる場合は、障害の等級に変更がないかを確認する必要がありま

す。

以下では、把握・確認 した情報の毎年度の利用や、更新に当たっての留意事項

を説明します。

① 毎年度の利用に当たつて

障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は

報奨金の申請は、毎年度 1回行 うこととされていることから、ある労働者が

障害者であることを一度把握・確認 した後も、障害の状態に変更がない限り、

把握・確認 した情報を毎年度用いることについて、あらかじめ本人の同意を

得ておくこととします。ただし、精神障害者保健福祉手帳の場合は有効期限

が 2年間であることに、身体障害者については障害者手帳に再認定の条件が

付 されている場合があることに、それぞれ注意する必要があります。

② 更新を行う頻度は必要最少限に

把握・確認 した情報の更新を行 うために、事業主から労働者に対 して情報

に変更がないか確認を行 う頻度は必要最少限とします。

例えば、精神障害者保健福祉手帳の有効期限については、前回確認 した有

効期限を過ぎた最初の障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障

害者雇用調整金又は報奨金の申請のいずれかを行 う際に、手帳の更新の有無

及び更新後の手帳の有効期限について確認を行 うこととします。

また、障害等級の変更については、例えば障害者雇用状況の報告、障害者

雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請以外の利用 目的のた

めに企業が取得 した情報から、障害等級が変化 していることが想定されると

きは、その都度本人に対して確認を行 うこととします。その際、確認を行 う

根拠とする情報は、障害者である労働者本人が、職場において障害者の雇用

を支援するための公的制度や社内制度の活用を求めて、企業に対し自発的に
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提供した情報でなければなりません。

なお、身体障害者の場合、障害者手帳に再認定の条件が付されていること

がわかつている場合については、再認定の期 日経過後に、障害の程度に変更

がないかどうか確認するようにします。

③ 更新の際に本人に伝達すべき事項

情報の更新のために労働者に確認を行う際には、その労働者に対して、確

認を行う理由や、何をきっかけとして確認を行うのかという経緯を明確にし
つつ、尋ねなければなりません。

④ 本人からの申出による変更手続

なお、事業主から確認を行 うだけでなく、あらかじめ把握・確認を行 う際

に、障害者である労働者に対して、障害者手帳を返却 した場合や障害の程度

が変更した場合は、事業主に申し出るよう呼びかけるとともに、労働者に封

して、情報の変更を申し出る手続を公表 しなければなりません 〔個法 24①〕。

⑤ 利用停止等

事業者は、本人から、情報が障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の

申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請以外の目的のために利用されてい

るという理由や、情報が偽 りその他不正の手段を用いて取得されたとい う理

由、本人の同意無く情報が第二者提供されているとい う理由によって、障害

者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金

の申請のために利用 しないよう
ヽ
求められた場合、その求めが適正であると認

められるときは、利用を停止しなければなりません 〔個法 27①〕。
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4.把握 H確認に当たつての禁忌事項

これまで、把握 。確認のきっかけごとに具体的な手順や把握・確認 した情報

の更新方法を示 してきましたが、ここでは、把握・確認に当たって、どのような

場合であつても行つてはならない禁忌事項を一覧にして示 します。

○ 利用目的の達成に必要のない情報の取得を行つてはならない 〔個法 16〕 。

○ 労働者本人の意思に反 して、障害者である旨の申告又は手帳の取得を強要

してはならない 〔個法 17〕。

産業医等の医療関係者をはじめとする第二者を通じて、労働者に対 して

申告や手帳の取得を強要してはなりません。

また、精ネ申障害者である労働者に対して障害者手帳の所持の有無を照会

し、所持 していなかった場合に、その労働者に障害者手帳を取得するよう

強要してはなりません。

【厚生労働大臣による勧告・命令及び罰則】

利用目的の達成に必要な範囲を超えて情報を取り扱った場合や、偽りその

他不正の手段を用いて情報を取得した場合は、個人情報保護法に基づき、勧

告、勧告に従わない場合の命令、緊急の場合の命令が行われることがありま

す。これらの命令に違反した場合は、6月 以下の懲役又は 30万円以下の罰

金に処せ られることがあります。

O 障害者である旨の申告又は手帳の取得を拒んだことにより、解雇その他の

不利益な取扱いをしないようにしなければならない。

障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又

は報奨金の申請以外の利用目的のために取得 した情報に基づいて、個人を

特定して障害者手帳等の所持に関する情報の提供を呼びかける場合に、そ

の労働者が障害者手帳等の所持を否定したことや、呼びかけに対する回答

を拒否したことを理由として、解雇、降職、賃金引下げ等、不利益な取扱

いを行わないようにしなければなりません。
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○ 正当な理由無 く、特定の個人を名指 しして情報収集の対象としてはならな

い 。

正当な理由とは、障害者である労働者本人が、職場において障害者の雇

用を支援するための公的制度や社内制度の活用を求めて、企業に封し自発

的に提供した情報に基づく場合をいいます。この場合にあつても、その労

働者に対して、なぜその労働者に対して確認を行うのか、理由を明確にし
つつ、尋ねなければなりません (「 Ⅱ.2(2)② 」参照)。

○ 産業医等医療関係者や企業において健康情報を取 り扱う者は、障害者雇用
状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請
の担当者から、労働者の障害に関する問い合わせを受けた場合、本人の同意
を得ずに、情報の提供を行つてはならない 〔個法 16①、23①、刑法 134①、
保助看法 42の 2、 安衛法 104〕。

なお、本人の同意がある場合であっても、障害者雇用状況の報告、障害
者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請に必要な情報は、
担当者が本人から直接提供を受けることが望まれます 〔健康情報留意事項
第 3 1(1)〕。

【厚生労働大臣による勧告・命令及び罰則】
○ 本人の同意を得ずに情報の第二者提供を行った場合は、個人情報保護
法に基づき、勧告、勧告に従わない場合の命令、緊急の場合の命令が行
われることがあります。これらの命令に違反した場合は、6月 以下の懲
役又は 30万 円以下の罰金に処せられることがあります。

○ 医師等や健康診断の実施の事務に従事した者が、正当な理由がないの
に、その業務上取り扱ったことについて知り得た人の秘密を漏らしたと
きは、刑法第 134条、保健師助産師看護師法 42条の 2、 労働安全衛生
法 104条等に基づき、懲役又は罰金に処せられます。

※ 企業による障害者の把握・確認行為が、障害者である労働者の意に反する

ものである場合、状況によっては、その企業に紺し訴訟が提起されることも

考えられます。この場合に問われる可能性のある企業の責任としては、例え

ば、プライバシー権の侵害が考えられます。

プライバシー権は、「私生活をみだりに公開されないという法的保障ないし

権利」とされ、民法 709条に基づく不法行為の損害賠償責任が認められた判

例があります。
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Ⅲ.把握・確認 した情報の処理 B保管方法

障害者である労働者が事業主に対して申告を行うことの前提として、事業主が

労働者から提供された情報を、適切に処理・保管する体制を整えていることが求

められます。

このため、以下では把握・確認した情報の処理・保管に当たつて留意すべき事

項を簡単に示します。安全管理措置や苦情処理体制の整備等、処理・保管に当た

つて具体的にどのような措置を講じるかについては、個人情報保護法や雇用管理

指針等、個人情報保護の一般原則に従ってください。

lB処理・保管の具体的な手順

(1)安全管理措置等

① 安全管理措置

保存措置

障害者を雇用 している易〃巳合、各事業所ごとに、ある労働者が障害者であ

ることを明らかにする書類を備え付けるとともに、これをその労働者の死

亡、退職又は解雇の日から3年間保存するものとされています〔障害則 45〕 。

これらの書類の他、障害者雇用状況の報告や障害者雇用納付金の申告、障

害者雇用調整金又報奨金の申請に使用 した書類について、漏洩、滅失、又

は毀損の防止その他情報の安全管理のために必要な措置を講 じなければ

なりません 〔個法 20〕 。

情報管理者の守秘義務等

個人情報の保存に当たつては、情報を管理する者の範囲を必要最小限に

限定した うえで、これを従業員にわかるように明確化すること 〔雇用管理

指針第二の三 (一 )(二 )〕 や、情報管理者の守秘義務等を定めた個人情報

の取扱いに関する内部規定を整備すること 〔雇用管理指針第二の三 (下 )

(二 )〕 、個人情報保護法意識の向上、安全性・正確性の確保のための研修

を実施すること 〔雇用管理指針第二の三 (五 )〕 、個人情報を取り扱 う従業

者に対する監督を行 うこと〔個法 21〕 等の措置を講 じなければなりません。

他の情報とは区別 して保管

また、障害に関する情報は、個人情報の中でも特に取扱いに注意を要す
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る情報であることから、他の一般の個人情報と一緒に保管することによっ

て、情報管理者以外の者がこれを知ることがないよう、別途保管すること

が望まれます [行動指針第 2の 3.(3)〕 。

② 把握 t確認した情報の他事利用

,障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又

は報奨金の申請を行 うために把握・確認 した情報を、障害者雇用状況の報

告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請以外の

目的のために、本人の同意なく利用 してはなりません。

例えば、把握・確認 した情報を、労働者の健康管理のために用いる場合

は、原則 として、本人の同意を得なければなりません。

(2)苦情処理体制

把握・確認 した情報の取扱いに関する苦情処理の担当者を明らかにする

〔個法 31①〕とともに、苦情処理の手順を定めて、苦情処理に当たる従業員

に研修を行 うこと等、本人からの苦情を適切かつ迅速に処理するために必要

な体制の整備に努めることとします 〔個法 31②〕。

苦情処理の窓口については、障害に関する情報の苦情及び相談に適切に対

応するため、必要に応 じて産業医、保健師等、衛生管理者その他の労働者の

健康管理に関する業務に従事する者 と連携を図ることができる体制を整備

しておくことが望まれます 〔健康情報留意事項第 3の 3参照〕。

2日 処理・保管に当たつての禁忌事項

取得後の情報の処理・保管に当たっての禁忌事項について、一覧にして示 しま

す。

O 本人の同意なく、利用目的の範囲を超えて情報を取り扱つてはならない

〔個法 16①〕。

例えば、本人の同意を得ないで、障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付

金の申告、障害者雇用調整金又は報奨金の申請のために取得した情報を、

労働者の健康管理のために用いたり、能力給与査定の参考としてはなりま

せん。
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【厚生労働大臣による勧告・命令及び罰則】

利用目的の達成に必要な範囲を超えて情報を取り扱った場合、個人情報

保護法に基づき、勧告、勧告に従わない場合の命令、緊急の場合の命令が

行われることがあります。これらの命令に違反した場合は、6月 以下の懲

役又は30万円以下の罰金に処せられることがあります。

○ 障害者である旨の申告を行つたことや、情報の開示、訂正、利用停止等

を求めたことを理由として、労働者に解雇その他の不利益な取扱いを行わ

ないようにしなければならない。

※ 企業による障害者の処理・保管行為が、障害者である労働者の意に反する

ものである場合、状況によつては、その企業に対 し訴訟が提起されることも考

えられます。この場合に問われる可能性のある企業の責任 としては、例えば、

プライバシー権の侵害が考えられます。

プライバシー権は、「私生活をみだりに公開されないという法的保障ないし

権利」とされ、民法 709条に基づく不法行為の損害賠償責任が認められた判例

があります。
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ⅣL障 害に対する理解や障害者に対する支援策についての理解の普及

障害をオープンにできるような職場づくり

21世紀にわが国が目指すべき社会のあり方として、障害のある人もない人も共

に活躍できるような共生社会の理念が浸透しつつあるところですが、依然として、

職ヽ場はもとより社会全体において障害者に封する理解が必ず しも進んでいない

面があることから、特に精神障害者について、障害者であることを職場で明らか

にすることを望まない人がいます。

このため、精神障害者をはじめとする障害者に封する社会の偏見を解消し、社

会の理解を進めていく必要があるとともに、職場においても障害についての理解

が進み、障害者であることを明らかにして、周囲のサポー トを受けながら働くこ

とができるような職場環境を整備することが必要です。

具体的な取組み

具体的には、平素より、(1)管理職や従業員に対 して、障害そのものに封す

る理解を深めるための啓発 。研修を行 うことや、(2)障害者が職場で働き続け

るために、企業や障害者本人に対して様々な職業リハビリテーション等の公的支

援が行われていることを周知することや、(3)企業独 自の支援を行つている場

合はその旨を含む企業の障害者雇用に対する方針を明示 し、周知を行 うことが望

まれます。

(1)管理職や従業員の意識啓発

障害者にとって働きやすい職場環境を整備するたゅには、同じ職場で働 く管

理職や従業員が、障害について正 しく理解し、適切な雇用管理上の配慮を行 う

ことができるよう、啓発や研修を行 うことが重要です。

なお、精神障害者については、厚生労働省において、心の健康問題の正しい

理解のための普及啓発指針 (「 こころのバリアフリー宣言 ～精神疾患を正しく

理解 し、新しい一歩を踏み出すための指針～」(厚生労働省心の健康問題の正し

い理解のための普及啓発検討会))を策定しておりますので、社内 LANの掲示板
への掲載等により、従業員への周知を行 うことが望まれます。

※ こころのバ リアフリー宣言は、以下の厚生労働省のホームページに掲載 し

ています。

http://wvv.mhiv.go.」 p/Shing1/2004/03/s0331-4.html#2
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(2)障 害者が職場で働き続けるため企業や障害者本人に対 して行われる公的

支援の活用

職場において障害者であることを明らかにすることにより、職場や本人に

姑 して行われる公的支援策としては、以下のものがあります。

(3)障 害者に対する企業独自の雇用支援策

障害者に対する企業独 自の雇用支援策としては、例えば、

O 通勤が困難な身体障害者である労働者のための在宅勤務制度を設け

ること

O 腎臓透析を行っている労働者の通院のためのフレックス勤務制度を

設けること

O 有給休暇の積立日数の限度を超えて、傷病による休業や通院のため

に有給休暇を積み立てる制度を設けること

O 車いすを使用 している労働者に自家用車通勤を認め、駐車場を確保

すること

といった支援策を採用 している企業があります。

障害者が、職場において障害者であることを明らかにして働き続けること

ができるようにするためには、このような各企業が独自に採用している障害

者が働き続けるための支援制度についても、平素より周知することが望まれ

ます。

O精 神障害者総合雇用支援事業による職場復帰支援 (問い合わせ先 :地域障

害者職業センター)

O職 場適応援助者 (ジョブコーチ)による職場定着支援 (問い合わせ先 :地域障

害者職業センター等)

O地 域障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター等における相談・支

援

○ 障害者職業生活相談員による相談・指導 (障害者を 5人以上雇用する事業

所)

○ 障害者を雇用する事業主に封する障害者雇用助成金の支給 (問い合わせ

先 :都道府県障害者雇用促進協会 )
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参考 :こ のガイドラインの準拠する法令等

このガイ ドラインにおいては、適宜、根拠又は参考となる法令の条文等 (参考

資料 8参照)も記載 していますが、その際、以下のような冊各語を使用しています。

《略語》

〔障害法〕:障害者の雇用の促進等に関する法律 (昭和 35年法律第 123号 )

〔障害令〕:障害者の雇用の促進等に関する法律施行令 (昭和 35年政令第

292号 )

〔障害則〕:障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則 (昭和 51年労働

省令第 38号 )

〔個法〕:個人情報の保護等に関する法律 (平成 15年法律第 57号 )

〔雇用管理指針〕:雇用管理に関する値l人情報の適正な取扱いを確保するた

めに事業者が講ずべき措置に関する指針 (平成 16年 7月

1日 厚生労働省告示第 259号 )

〔健康情報留意事項〕:雇用管理に関する個人情報のうち健康情報を取り扱

うに当たっての留意事項について (平成 16年 10月

29日 ・基発第 1029009号 )

〔行動指針〕:労働者の個人情報保護に関する行動指針 (平成 12年 12月 )

〔募集指針〕:職業紹介事業者、労働者の募集を行 う者、募集受託者、労働者

供給事業者等が均等待遇、労働条件等の明示、求職者等の個人

情報の取扱い、職業紹介事業者の責務、募集内容の的確な表示

等に関して適切に対処するための指針 (平成 11年労働省告示

第 141 号)

〔刑法〕:刑法 (明治 40年法律第 45号 )

〔保助看法〕:保健師助産師看護師法 (昭和 23年法律第 203号 )

〔安衛法〕:労働安全衛生法 (昭和 47年法律第 57号 )

項番号 :第 1項 =①、第 2項 =②…。と表記
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■添付資料一覧

男J,泰 2

男JttS 3

参考資料 1

参考資料 2

参考資料 3

参考資料 4

参考資料 5

参考資料 6

参考資料 7

参考資料 8

別添 1 【採用段階で障害者を把握・確認する場合】採用決定後に確認を行

う際に提示する書面の例

【採用後に障害者を把握・確認する場合①】雇用している労働者全

員に対して申告を呼びかける書面の例

【採用後に障害者を把握・確認する場合②】個人を特定して紹介を

行う際の書面の例

障害者雇用状況報告の様式

障害者雇用納付金の申告の様式 (除外率適用事業所なし)

障害者雇用調整金の申請の様式 (除外率適用事業所なし)

報奨金の申請の様式

身体障害者手帳の様式    !
療育手帳の様式

精神障害者保健福祉手帳の様式

このガイドラインの準拠する法令等
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【採用段階で障害者を把握・確認する場合】

採用決定後に確認を行う際に提示する善面の例

(注)必要に応じ、書面にルビをふつたり、個別に説明を行うなど、
本人が書面に記載された内容を理解できるような工夫が求めら
れます。

平成 年 月 日

株式会社OOO 人事部

障害者雇用促進法に基づいて、企業には、雇用している労働者の一定割合 (1.

8%)、 身体障害者又は知的障害者を雇用しなければならないという障害者雇用義
務が課されています。

また、この障害者雇用義務の達成状況に基づき、障害者雇用状況の報告、障害
者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金の申請 〔又は報奨金の申請〕を行う必要
があります。 (障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調
整金あ申請 〔又は報奨金の申請〕の詳しい内容については、下記の「1.利用目
的及び必要な情報」を参照してください。)

この度、障害者雇用促進法が改正され、各企業の実雇用率の算定の際に、従来
の身体障害者及び知的障害者に加え、精神障害者も算定対象とすることとされま
した (平成 18年 4月 施行)。

こうした法改正や個人情報保護法の制定を背景に、労働者の障害に関する情報
は、従来以上に厳正に取 り扱 うことが求められています。

つきましては、あなたの障害に関する情報を、下記のとお り利用することにつ

いて同意される場合は、同意書 (別紙)に記名押印の上、人事部まで提出してく
ださい。

なお、人事部に提供していただいた情報をもとに、職場において不利益な取扱
いを行うことは一切ありません。

記

1.利用目的及び必要な情報

○ 障害者雇用状況の報告

毎年 6月 1日 における障害者の雇用状況を、OO公共職業安定所に報告
しなければならないこととなっています (報告期間 :毎年 6月 1日 から 7

月 15日 )。

このため、企業は、雇用する労働者のうち、障害者である労働者の人数
を、障害種別・程度ごとに報告する必要があります。

月ll潟卜1
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○ 障害者雇用納付金の申告

各年度ごとに、前年度の雇用障害者数に基づき算定した障害者雇用納付

金の額等を、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構 (OO都道府県障害

者雇用促進協会経由)に申告 しなければならないこととなっています (申

告期間 :毎年 4月 1日 から5月 15日 )

このため、企業は、障害者である労働者の氏名、性別、生年月 日、障害

者手帳の番号、障害種別、障害等級又は程度、雇入れ年月 日、転八年月 日、

年度内に身体障害者又は精神障害者となった年月 日、年度内等級等変更年

月 日、離職年月 日、転出年月 日を申告する必要があります。

○ 障害者雇用調整金の申請

障害者雇用調整金は、各年度ごとに、前年度の雇用障害者数に基づいて

金額を算定し、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構 (OO都道府県障

害者雇用促進協会経由)に支給の申請を行った事業主に対 して支給される

こととなっています (申 請期間 :毎年 4月 1日 から5月 15日 )。

このため、企業は、障害者である労働者の氏名、性別、生年月 日、障害

者手帳の番号、障害種別、障害等級又は程度、雇入れ年月 日、転入年月日、

年度内に身体障害者又は精神障害者となつた年月 日、年度内等級等変更年

月 日、離職年月 日、転出年月 日を申告する必要があります。

○ 報奨金の申請

報奨金は、各年度ごとに、前年度の雇用障害者数に基づいて金額を算定

し、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構 (OO都道府県障害者雇用促

進協会経由)に支給の申請を行つた事業主に対して支給されることとなっ

ています (申 請期間 i毎年 4月 1日 から7月 31日 )。

このため、企業は、障害者である労働者の氏名、性別、生年月 日、障害

者手帳の番号、障害種別、障害等級又は程度、雇入れ年月 日、転八年月日、

年度内に身体障害者又は精神障害者 となった年月 日、年度内等級等変更年

月 日、離職年月 日、転出年月 日を申告する必要があります。

2.毎年度の利用

障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金の申

請 〔又は報奨金の申請〕は、毎年度 1回行わなければならないこととされて

いることから、当社は、障害者雇用状況の報告等の業務の実施に当たり、今

回あなたから申告 していただいた情報を、毎年度利用することとなりますの

で、あらかじめご了承ください。
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なお、当社が、申告していただいた情報を、本人の同意無く、障害者雇用

状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金の申請 〔又は報奨

金の申請〕以外の利用 目的のために用いることは一切ありません。

3.情報の更新

今回申告していただいた情報について、毎年度障害者雇用状況の報告等のた

めに用いるに当たり、内容に変更があると考えられるような場合には、障害者

雇用状況の報告等の実施に必要な範囲で、変更の有無について確認を行 うこと

がありますので、あらかじめご了承ください。

なお、情報の内容の変更とは、具体的には、障害等級の変更 〔や、有効期限

を過ぎた精神障害者保健福祉手帳の更新の有無〕等を想定しています。〔このた

め、精神障害者保健福祉手帳の有効期限を届け出てください。〕

また、今回申告 していただいた情報について、その内容の正確性を確保する

観点から、障害等級に変更があった場合 〔や、精神障害者保健福祉手帳を返去「

した場合〕には、その旨担当まで連絡 してください。

4.親事業主への情報提供

当社は、株式会社×××の特例子会社 〔又は関係会社〕です。

このため、障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整

金の申請 〔又は報奨金の申請〕を、親事業主である株式会社×××において一括

して行 う必要があることから、申告 していただいた情報を株式会社 ×××の人事

部に提供することとなりますので、あらかじめご了承ください。

以 上

担当 :人事部△△係 ○○ (内線☆☆☆

☆)

E‐ mailixxxx@xxxx.xx.xx
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(注)以 下の支援策については、この機会にあわせて伝えておくことが望まれる事項です。

障害有の方に対する当社の雇用支援策
当社では、障害者の方が働き続けることができるようにするために、

以下のような支援を行っています。ご利用を希望される場合は、下記

担当まで御連絡ください。

◇ 支援策 1

(支援策1の概要説明)

◇ 支援策2

(支援策2の概要説明)

《担当かOO(内 線☆☆☆☆)

Eいmail i xxxx@来XXX.xx.xx

公的ナュ職巣リハビリテ…ションサービス

障害者の雇用支援のために、以下のような支援策をはじめとする公

的な職業 リハビリテーションサービスがあります。詳しくは、下記担

当までお問い合わせください。

◇ ジョブコーチによる職場定着支援

◇ 障害者職業生活相談員による相談・指導

《担当》OO(内 線☆☆☆☆)

E■nail:xxxx@XXXX.xx.xx

等
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【採用後に障害者を把握・確認する場合①】

雇用している労働者全員に対して申告を呼びかける書面の例

平成 年 月 日

障害者手帳等をお持ちの方へ

株式会社OOO 人事部

障害者雇用促進法に基づいて、企業には、雇用している労働者の一定割合 (1.

8%)、 身体障害者又は知的障害者を雇用しなければならないとい う障害者雇用義

務が課されています。

また、この障害者雇用義務の達成状況に基づき、障害者雇用状況の報告、障害

者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金の申請 〔又は報奨金の申請〕を行 う必要

があります。 (障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調

整金の申請 〔又は報奨金の申請〕の詳 しい内容については、下記の 「1.利用 目

的及び必要な情報」を参照してください。)

この度、障害者雇用促進法が改正され、各企業の実雇用率の算定の際に、従来
の身体障害者及び知的障害者に加え、精神障害者も算定対象 とすることとされま

した (平成 18年 4月 施行)。

こうした法改正や個人情報保護法の制定を背景に、労働者の障害に関する情報

は、従来以上に厳正に取 り扱 うことが求められています。
つきましては、障害者手帳等※をお持ちの方で、その情報を下記のとおり利用

することについてご了承いただける場合は、同意書 (別紙)に記名押印の上、人

事部まで申し出てください。なお、これは申告″強制するものではなく、下記の

とお り利用することについてご了承いただけた場合にのみ申告をお願いす るも

別添 2

のです。

※ 障害者手帳とは、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳のこ

とを指します。

また、身体障害者については、都道府県知事の定める医師若しくは産業医に

よる診断書・意見書 (内部障害については指定医のものに限る。)、 知的障害者

については、児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター、精

神保健指定医若しくは障害者職業センタ‐による判定書をお持ちの方につい

ても、障害者雇用義務制度の対象となります。

また、申告があつたことを理由として、職場において不利益な取扱いを行 うこ

とは一切ありません。
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記

1.利用目的及び必要な情報

O 障害者雇用状況の報告

毎年 6月 1日 における障害者の雇用状況を、OO公共職業安定所に報告

しなければならないこととなっています (報告期間 :毎年 6月 1日 から 7

月 15日 )。

このため、企業は、雇用する労働者のうち、障害者である労働者の人数

を、障害種別・程度ごとに報告する必要があります。

○ 障害者雇用納付金の申告

各年度ごとに、前年度の雇用障害者数に基づき算定した障害者雇用納付

金の額等を、独立行政法人高齢 。障害者雇用支援機構 (OO都道府県障害

者雇用促進協会経由)に 申告 しなければならないこととなっています (申

告期間 :毎年 4月 1日 から7月 31日 )

このため、企業は、障害者である労働者の氏名、性別、生年月日、障害

者手帳の番号、障害種別、障害等級又は程度、雇入れ年月 日、転入年月日、

年度内に身体障害者又は精神障害者となった年月 日、年度内等級等変更年

月日、離職年月 日、転出年月 日を申告する必要があります。

○ 障害者雇用調整金の申請

障害者雇用調整金は、各年度ごとに、前年度の雇用障害者数に基づいて

金額を算定し、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構 (OO都道府県障

害者雇用促進協会経由)に支給の申請を行つた事業主に対 して支給される

こととなっています (申 請期間 :毎年 4月 1日 から5月 15日 )。

このため、企業は、障害者である労働者の氏名、性別、生年月日、障害

者手帳の番号、障害種別、障害等級又は程度、雇入れ年月 日、転入年月日、

年度内に身体障害者又は精神障害者となった年月 日、年度内等級等変更年

月日、離職年月 日、転出年月 日を申告する必要があります。

○ 報奨金の申請

報奨金は、各年度ごとに、前年度の雇用障害者数に基づいて金額を算定

し、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構 (OO都道府県障害者雇用促

進協会経由)に支給の申請を行つた事業主に姑して支給されることとなっ

ています (申 請期間 :毎年 4月 1日 から7月 31日 )。       ,
このため、企業は、障害者である労働者の氏名、性別、生年月日、障害

者手帳の番号、障害種別、障害等級又は程度、雇入れ年月 日、転入年月日、

年度内に身体障害者又は精神障害者となった年月 日、年度内等級等変更年

月 日、離職年月 日、転出年月 日を申告する必要があります。
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2.毎年度の利用

障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金の申

請 〔又は報奨金の申請〕は、毎年度 1回行わなければならないこととされて

いることから、当社は、障害者雇用状況の報告等の業務の実施に当たり、今

回あなたから申告 していただいた情報を、毎年度利用することとなりますの

で、あらかじめご了承ください。

なお、章社が、申告 していただいた情報を、本人の同意無く、障害者雇用

状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金の申請 〔又は報奨

金の申請〕以外の利用 目的のために用いることは一切ありません。

3.情報の更新

今回申告 していただいた情報について、毎年度障害者雇用状況の報告等のた

めに用いるに当たり、内容に変更があると考えられるような場合には、障害者

雇用状況の報告等の実施に必要な範囲で、変更の有無について確認を行 うこと

がありますので、あらかじめご了承ください。

なお、情報の内容の変更とは、具体的には、障害等級の変更や、有効期限を

過ぎた精神障害者保健福祉手帳の更新の有無等を想定しています。このため、

精神障害者保健福祉手帳をお持ちの方は、手帳の有効期限を届け出てください。

また、今回申告 していただいた情報について、その内容の正確性を確保する

観点から、障害等級に変更があった場合や、精神障害者保健福祉手帳を返却 し

た場合には、その旨人事担当者まで連絡してください。

4.親事業主への情報提供

当社は、株式会社×××の特例子会社 〔又は関係会社〕です。

このため、障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整

金の申請 〔又は報奨企の申請〕を、親事業主である株式会社×××において一括

して行 う必要があることから、申告していただいた情報を株式会社×××の人事

部に提供することとなりますので、あらかじめご了承ください。

以 上

締め切 り :平成××年××月××日

連絡方法 :ま ずは下記担当まで御連絡ください。連絡方法は、直接来て

いただいてもかまいませんし、メールや電話でもけっこうで

す。

担当 :人事部△△係 OO(内 線☆☆☆☆) Eいmail:xxxx@xxxx,xxoxx
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(注)以 下の支援策については、この機会にあわせて伝えておくことが望まれる事項です。

碑害者の方に対する当社の雇用支援策

当社では、障害者の方が働き続けることができるようにするために、

以下のような支援を行っています。ご利用を希望される場合は、下記

担当まで御連絡 ください。

◇ 支援策 1

(支援策 1の概要説明)

◇ 支援策2

(支援策2の概要説明)

《担当》OO(内 線☆☆☆☆)

E‐】mail:xxxx@xxxx,xX,XX

公的な職集リハビリテーションサービス

障害者の雇用支援のために、以下のような支援策をはじめとする公

的な職業リハビリテーションサエビスがあります。詳 しくは、下記担

当までお問い合わせ ください。

◇ ジョブコーチによる職場定着支援

◇ 障害者職業生活相談員による相談・指導

《担当》OO(内 線☆☆☆☆)

E… mail:xxxx@XXXX,xx.xx

等
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【採用段階で障害者を把握・確認する場合②】

個人を特定して照会を行う際の書面の例

(注)必要に応じ、書面にルビをふつたり、個別に説明を行 うなど、
本人が書面に記載された内容を理解できるような工夫が求めら
れます。

平成 年 月 日

株式会社OOO 人事部

障害者雇用促進法に基づいて、企業には、雇用 している労働者の一定害J合 (1.

8%)、 身体障害者又は知的障害者を雇用しなければならないとい う障害者雇用義

務が課されています。

また、この障害者雇用義務の達成状況に基づき、障害者雇用状況の報告、障害

者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金の申請 〔又は報奨金の申請〕を行 う必要

があります。 (障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調

整金の申請 〔又は報奨金の申請〕の詳しい内容については、下記の「1.利用 目

的及び必要な情報」を参照してください。)

この度、障害者雇用促進法が改正され、各企業の実雇用率の算定の際に、従来
の身体障害者及び知的障害者に加え、精神障害者も算定姑象とすることとされま

した (平成 18年 4月 施行 )。

こうした法改正や個人情報保護法の制定を背景に、労働者の障害に関する情報

は、従来以上に厳正に取 り扱 うことが求められています。
つきましては、あなたからのジョブコーチ支援を利用 したいという申出に基づ

いて、あなたが障害者手帳等※をお持ちかどうかお聞きします。もし障害者手帳

等をお持ちの場合であって、障害に関する情報を、下記のとおり利用することに

同意する場合は、同意書 錫け紙)に記名押印の上、人事部まで提出してください。

なお、この照会 は、回答 を強待IIす る▼、の で ′土 りません^回答 した くない場合や、

別添 3

下 謂 の ,Pお り禾|1用 す る >′
「

日音 い場 合 ,■ 、沈 容 身 アヽ,デかオFて て ヰ、,十 つテF

うです。回答いただける場合は、平成××年××月××日までに担当まで御連絡
ください。

※ 障害者手帳とは、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳のこ

とを指します。

また、身体障害者については、都道府県知事の定める医師若しくは産業医に

よる診断書・意見書 (内部障害については指定医のものに限る。)、 知的障害者

については、児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター、精

神保健指定医若 しくは障害者職業センターによる判定書をお持ちの方につい

ても、障害者雇用義務制度の対象となります。

し し
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記

1.利用目的及び必要な情報

○ 障害者雇用状況の報告

毎年 6月 1日 における障害者の雇用状況を、OO公共職業安定所に報告

しなければならないこととなっています (報告期間 :毎年 6月 1日 から 7

月 15日 )。

このため、企業は、雇用する労働者のうち、障害者である労働者の人数

を、障害種別・程度ごとに報告する必要があります。

〇 障害者雇用納付金の申告

各年度ごとに、前年度の雇用障害者数に基づき算定した障害者雇用納付

金の額等を、独立行政法人高齢 。障害者雇用支援機構 (OO都道府県障害

者雇用促進協会経由)に 申告 しなければならないこととなぢています (申

告期間 :毎年 4月 1日 から7月 31日 )

このため、企業は、障害者である労働者の氏名、性別、生年月日、障害

者手帳の番号、障害種別、障害等級又は程度、雇入れ年月 日、転入年月 日、

年度内に身体障害者又は精神障害者となった年月 日、年度内等級等変更年

月 日、離職年月 日、転出年月日等を申告する必要があります。

○ 障害者雇用調整金の申請

障害者雇用調整金は、各年度ごとに、前年度の雇用障害者数に基づいて

金額を算定し、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構 (OO都道府県障

害者雇用促進協会経由)に支給の申請を行つた事業主に対して支給される

こととなっています (申 請期間 :毎年 4月 1日 から5月 15日 )。

このため、企業は、障害者である労働者の氏名、性別、生年月 日、障害

者手帳の番号、障害種別、障害等級又は程度、雇入れ年月 日、転入年月 日、

年度内に身体障害者又 lま精神障害者となった年月 日、年度内等級等変更年

月 日、離職年月 日、転出年月 日を申告する必要があります。

○ 報奨金の申請

報奨金は、各年度ごとに、前年度の雇用障害者数に基づいて金額を算定

し、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構 (OO都道府県障害者雇用促

進協会経由)に支給の申請を行つた事業主に対 して支給されることとなっ

ています (申 請期間 :毎年 4月 1日 から7月 31日 )。

このため、企業は、障害者である労働者の氏名、性別、生年月 日、ィ障害

者手帳の番号、障害種別、障害等級又は程度、雇入れ年月 日、転八年月 日、

年度内に身体障害者又は精神障害者となった年月 日、年度内等級等変更年

月 日、離職年月 日、転出年月日を申告する必要があります。
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2.毎年度の利用

障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金の申

請 〔又は報奨金の申請〕は、毎年度 1回行わなければならないこととされて
いることから、当社は、障害者雇用状況の報告等の業務の実施に当たり、今

回あなたから申告していただいた情報を、毎年度利用することとなりますの

で、あらかじめご了承ください。

なお、当社が、申告していただいた情報を、本人の同意無く、障害者雇用

状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整金の申請 〔又は報奨

金の申請〕以外の利用目的のために用いることは一切ありません。

3.情報の更新

今回申告していただいた情報について、毎年度障害者雇用状況の報告等のた

めに用いるに当たり、内容に変更があると考えられるような場合には、障害者

雇用状況の報告等の実施に必要な範囲で、変更の有無について確認を行 うこと

がありますので、あらかじめご了承ください。

なお、情報の内容の変更とは、具体的には、障害等級の変更 〔や、有効期限

を過ぎた精神障害者保健福祉手帳の更新の有無〕等を想定しています。〔このた

め、精神障害者保健福祉手帳の有効期限を届け出てください。〕

また、今回申告 していただいた情報について、その内容の正確性を確保する

観点から、障害等級に変更があった場合 〔や、精神障害者保健福祉手帳を返去,

した場合〕には、その旨担当まで連絡してください。

4.親事業主人の情報提供

当社は、株式会社×××の特例子会社 〔又は関係会社〕です。

このため、障害者雇用状況の報告、障害者雇用納付金の申告、障害者雇用調整

金の申請 〔又は報奨金の申請〕を、親事業主である株式会社×バ×において一括

して行 う必要があることから、申告 していただいた情報を株式会社×××の人事

部に提供することとなりますので、あらかじめご了承ください。

以 上

担当 :人事部△△係 OO(内 線☆☆☆☆) E‐mailixxxx@xxxx.xx.xx
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(注)以 下の支援策については、この機会にあわせて伝えておくことが望まれる事項です。

碑害者の方に対する当社の雇用支援策

当社では、障害者の方が働き続けることができるようにするために、

以下のような支援を行つています。Ⅲご利用を希望される場合は、下記

担当まで御連絡ください。

◇ 支援策 1

(支援策1の概要説明)

◇ 支援策2

(支援策 2の概要説明)

《担道》OO(内 線☆☆☆☆)

E‐mail:xxxx@XXXX.xxoxx

公的な職集リハビリテ…ションサービス

障害者の雇用支援のために、以下のような支援策をはじめとする公

的な職業ヅハビリテーションサービスがあります。詳 しくは、下記担

当までお問い合わせください。

◇ ジョブコニチによる職場定着支援

◇ 障害者職業生活相談員による相談・指導

《担当》OO(内 線☆☆☆☆ )

E‐ mail:xxxx@XXXXoxx.xx

等
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(注)必要に応じ、書面にルビをふったり、個別に説明を行 うなど、
本人が書面に記載された内容を理解できるような工夫が求めら
れます。

別紙

平成  年  月  日

株式会社OOO 殿

同 意 書

私は、私の障害者手帳に記載された情報に関して、貴社が下記のとお り利用す

ることについて同意致します。

記

1.以下の利用目的に用いること。

(1)障害者雇用状況の報告

(2)障害者雇用納付金の申告

(3)障害者雇用調整金の申請

〔(2)報奨金の申請〕

2.上記の利用目的のために、毎年度情報を利用すること。

3.貴社が上記の利用目的のために必要な範囲内で、私に対して障害等級の変更

〔及び精神障害者保健福祉手帳所持者の場合は、手帳の更新の有無等〕等、

情報の内容に変更がないかどうか確認する場合があること。

4.上記の利用目的のために、特例子会社 〔又は関係会社〕である貴社の親事業

主に当たる株式会社×××の人事部に、情報を提供すること。

氏名
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別紙 9

除外職員一覧

〇 下線付きの職種は除外職員 (障害者雇用促進法施行令別表第 1に掲げる職員)。

○ 下線なしの職種は旧除外職員 (障害者雇用促進法施行令別表第 3に掲げる職員)。

除 外 職 員 覧

・特別職の国家公務員

・特別職の地方公務員

・医師及び歯科医師

・保健師t助産師、看護師及び

准看護師

・動物検疫所の家畜防疫官

・猛獣猛禽又は種雄牛馬の飼養管理
を職務とする者

日航空機への搭乗を職務とする者

H鉄道車両、軌道車両、索道搬器又は
自動車 (旅客運送事業用バス、大型
トラック及びブル ドーザー、ロー ド
ローラーその他の特殊作業用自動
車に限る。)の運転に従事する者

B鉄道又は軌道の転轍、連結、操車、
保線又は踏切保安その他の運行
保安の作業を職務とする者

いとび作業、 トンネル内の作業、
いかだ流し、ヽ潜水その他高所、地下、
水上又は水中における作業を職務
とする者

・伐木、岩石の切出しその他不安定な
場所において重量物を取 り扱 う
作業を職務とする者

・建設用重機械の操作、起重機の運転
又は玉掛け職務とする者

口多量の高熱物体を取り扱う作業を
職務とする者

自衛官、防衛大学校及び防衛医科大
学校の学生並びに陸上自衛隊高等
工科学校の生徒

皇宮護衛官

刑務官

入国警備官

密輸出入の取締 りを職務とする者

麻薬取締官及び麻薬取締員

海上保安官、海上保安官補並びに

海上保安大学校及び海上保安学校
の学生及び生徒

・消防吏員及び消防団員

・国会の衛視

L法延の警備を職務とする者

・漁業監督官及び漁業監督吏員

・森林警察を職務とする者

日船員

“航空交通管制官

・裁判官、検察官

・大学及び高等専門学校の教育職員

日幼稚園、小学校、特別支援学校 (専

ら視覚障害者に対する教育を行う
学校を除く)及び幼保連携認定こど
も園の教育職員

・児童福祉施設における児童の介護、

磐察官

教護又は養育 とする者





参 考
身体障害者障害程度等級表

1級 〔重度身体障害者〕 2級 〔重度身体障害者〕 魏瞬鍛嬬解|

視 覚 障 害

両日長の視力 (万口式試視力表に
よって測ったものをいい、屈折異
常のある者については、きょう正
視力について測つたものをいう。
以下同じ)の和が0,01以 下のもの

1 両眼の視力の和が002以上0

04以 下のもの
2 両眼の視野がそれぞれ10度以
内でかつ両眼による視野につい
て視能事による損失率が95パー
セント以上のもの

1 両眼の視力の和が005以 上0

08以 下のもの
2 両眼の視野がそれぞれ10度 以
内でかつ両眼による視野につい
て視常日事による損失率が90パー
セント以上のもの

の平聴
障衝覚
害機又
能は

聴 光 障 害
両耳の聴カレベルがそれぞれ 1

00デ シベル以上のもの (両 耳全ろ
う)

両耳の聴カレベルが90デシベル

梁吉睾患理解
lラ
含ふ舞ま為

ければ

平 衡 機 能 障 害 平衡機能の極めて著しい障害

音 声 機 能 、 言 語 機 能 又 は
そ し ゃ く 機 能 の 障 害

音声機能、言語機能又はそしや
く機能の喪失

肢

体

不

自

由

上  肢

1 両上肢の機能を全廃したもの
2 面上肢を手関飾以上で欠くも
の

1 両上肢の機能の著しい障害
2 両上肢のすべての指を久くも
の

3 1上肢を上腕の2分の 1以上
で久くもの

4 1上肢の機能を全廃 したもの

1 両上肢のおや指及びひとさし
指を欠くもの

2 両上肢のおや指及びひとさし
指の機能を全廃したもの

3 1上肢の機能の著しい障害
4 1上肢のすべての指を久くも
の

5 1上肢のすべての指の機能を
全廃したもの

下  肢

1 両下肢の機能を全廃したもの
2 両下肢を大腿の 2分の 1以上
で欠 くもの

1 両下肢
2 両下肢
で久 くも

の機能のを しい障害
を下腿の 2分の 1以上
の

両下肢をショパー関節以上で1

2

3

欠く
1

で久
1

もの
下肢
くも
下肢

を大腿の 2分の 1以上
の
の機能を全廃したもの

体  幹

体幹の機能障害により坐ってい
ることができないもの

1 体幹の機能障害により坐位又
は題立位を保つことがlttl難 なも
の

2 体幹の機詢七障害により立ち上
がることが困難なもの

体幹の機能障害により歩行が困
難なもの

乳幼児翔以
前の非進行
性の胆病変
による運動
機能障害

上肢

機ηヒ

不随意運動・失調等により上肢
を使用する日常生活動作がほとん
ど不可能なもの

不随意運動・失,掲等により上肢
を使用する日常生活動作が極度に
制限されるもの

不随意運動・失欄等により上肢
を使用する日常生活動作が著しく
制限されるもの

移動

機能

不随意運動・失調等により歩行
が不可能なもの

不随意運動・失鵬等により歩行
が極度に制限されるもの

不随意運動・失「用等により歩行
が家庭内での日常生活活動に制J民

されるもの

く直心
イま用B臓
肝、、
鳳機小じ
の腸ん
機、隙
能と若
の 卜し
博免 く
密疫は

不呼
全吸
ウ器
イ又
ルイま
スば
に う
よこ
るう
免若
疫 し
若 く
しは

心 険 機 能 陣 答
心融の機能のF尊害により自己の

身辺の日常生活活動が極度に制限
されるもの

心隣の機能の障害により家庭内
での日常生活活動が著しく制限さ
れるもの

じ ん は線機 能 障 害
じん騰の機能の障害により自己

の身辺の日常生活活動が極度に制
限されるもの

じん朧の機能の障害により家庭
内での日常生活活動が著しく制限
されるもの

呼 吸 器 機 能 障 害
呼吸器の機能の障害により自己

の身辺の日常生活活動が極度に制
限されるもの

呼吸器の機能の障害により家庭
内での日常生活活動が著しく制限
されるもの

ぼ う  こ  う 又 `ま

直 腸 の 機 能 障 害
又は直腸の機能の障害
の身辺の日常生活活lb
限されるもの

ぼ うこう
により自己
力1極度に常J

ぼうこう又は直腸の機能の障害
により家庭内での日常生活活動が
著しく制限されるもの

小 腸 機 能 障 害
小勝の権育ヒの障害により自己の

身辺の日常生活活動が極度に制限
されるもの

常
の

小腸の障害に
生活活動が著

より
しく

家庭内での日
制限されるも

ヒト
によ

免疫不全タイルス
る免療機能障害

ヒト免疫不全ウイルスによる免
疫の機能の障害により日常生活が
ほとんど不可能なもの

と卜免疫不全タイルスによる免
疫の機能の障害により日常生活が
極度に制限されるもの

と卜免疫不全タイルスによる免
疫の機能の障害により日常生活が
著しく制限されるもの (社会での
日常生活活動が著しく制限される
ものを除く。)

肝 ι磯 機 能 障 害
肝瞼の機能の障害により日常生

活活動がほとんど不可能なもの
肝腺の機能の障害により日常生

活活動が極度に制限されるもの
肝腺の機能の障害により日常生

活活動が著 しく常1限 されるもの
(社会での日常生活活動が著しく

制限されるものを除く。)

※ 等級相の〔 】書きは、障害者のた用のイ足進等に関する法律上の区分です



4 ,ワt〔身体障害者〕 5 級 〔身体障害者〕

視 覚 障 害

1 両眼の視力の和が0,09以 上012以下のもの
2 両眼の視野がそれぞれ10度以内のもの

1 両眼の視力の和が013以上0.2以下のもの
2 両桐良による視野の2分のと以上が久けているもの

の平聴
簿衡党
害機又
能は

聴 覚 障 害

1 両耳の聴カレベルが80デシベル以上のもの (耳
介に接しなければ厨舌声語を理解し得ないもの)

2 両耳による普通話声の最良の議音明昧度が50パ
ーセント以下のもの

平衡機能障害 平衡機能の著しい障害

音 声 機 能 、 言 語 機 能 又 は
そ し や く 機 能 の 障 害 密

音声機能、言語機能又はそしやく機能の著しい障

肢

体

不

自

由

上  肢

1 両上肢のおや指を欠くもの
2 両上肢のおや指の機能を全廃したもの
3 1上 肢の肩関節、肘閥節又は手関節のうち、い
ずれか1関節の機能を全廃したもの

4 1上肢のおや指及びひとさし指を欠くもの
5 1上肢のおや指及びひとさし指の機能を全廃し
たもの

6 おや指又はひとさし指を合めて 1上肢の3指を
久くもの

7 おや指又はひとさし指を含めて1上肢の 3指の
機能を全廃したもの
8 おや指又はひとさし指を含めて 1上肢の4指の
機能の著しい障害

1 両上肢のおや指の機能の著しい障害
2 1上肢の肩関飾、肘関節又は手関節のうち、いず
れか1関節の機能の著しい障害

3 1上肢のおや指を久くもの
4 1上肢のおや指の機能を全廃したもの
5害 1上肢のおや指及びひとさし指の機能の著しい障

6 おや指又はひときし指を含めて 1上肢の 3指の機
能の著しい障害

下  肢

1 両下肢のすべての指を久くもの
2 両下肢のすべての指の機能を全廃したもの
3 1下肢を下腿の2分の1以上で久くもの
4 1下肢の機能の著しい障害
5 1下肢の股関飾又は膝岡飾の機能を全廃したも
の

6 1下肢が盤椒lに比して10セ ンチメー トル以上又
は健側の長さの10分の1以上短いもの

1

2
3

l雫縦2篭田部舌儀罐理型農せ誓?茜
しい障害

と下肢が健側に比して Sセ ンチメー トル以上又は
偉側の長さの15分の1以上短いもの

体  幹 体幹の機能の著しい障害

乳幼児期以
前の非進行
性の脳病変
による遅助
機能障害

上肢

機能

不随意運動・失,凋等による上肢の機能障害により
社会での日常生活活動が著しく制限されるもの

不随意運動・失調等による上肢の機能障害により社
会での日常生活活動に支障のあるもの

移動

機 能

下随意運動
が著しく部け限

・失閥等により社会での日常生活活動
されるもの

不随意運動・失調等により社会での日常生活活動に
支障のあるもの

く直心
は腸隙
肝、、
朧小 じ
の河榜ん
機、臓
能と若
の 卜し
障免 く
密疫は

不呼
全吸
ク器
イ又
ァレイま
スば
にう
よこ
るう
免若
疫 し
若く
しは

心 鳥機 機 能 障 害
心脱の機會日の障害により社会での日常生活活動が

著しく制限されるもの

じ ん 朧 機 能 障 害 じん諫の機能の障害により社会での日常生活活動
が著しく制限されるもの

呼吸器の機能の障害により社会での日常生活活動
が著しく柿げ限されるもの

ぼ う こ う 又 |ま

直 腸 の 機 能 障 害
ぼうこう又は直腸の機能の障害により社会での日

常生活活動が著しく制限されるもの

小 腸 機 能 障 害 小腸の機能の障害
著しく制F長 されるも

により社会での日常生活活動が
の

ヒト免疫不全ウイルス
による免疫機能障害

ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害に
より社会での日常生活が著しく制限されるもの

肝 朧 機 能 障 害
肝腺の機能の障害により社会での日常生活活動が

著しく制限されるもの



6 級 に身体障害者〕 7級 |醤曇』毛塗汽言蓼蓉
'多

森灘魯客階
 I

視 党 障 害 謎 綿 鼎ガ綿もち斃露客ぜ泳
6以下のも

の平聴
障衡覚
害機又
能は

聴 党 障 害

1 両耳の聴カレベルが70デシベルメ上のもの (40

センチメー トル以上の距離で発声された会話語を
理解し得ないもの) 、

2 1側耳の聴カレベルが90デシベル以上、他側耳
の聴カレベルが50デシベル以上のもの

平衛機能障害

言亀弊 く属恥弊
B語

箸

肢

体

不

自

由

上  肢

1

2
3

1上肢のおや指の機能の著しい障害
ひとさし指を含めて1上肢の2指を久く
ひとさし指を含めて 1上肢の2指の機能

もの
を全廃

したもの

1 1上肢の機能の軽度の障害
2 1上肢の肩開節、肘関節又は手関節のうち、いず
れか1関節の機能の程度の障害

3 1上肢の手指の機能の程度の障害
4 ひとさし指を含めて 1上肢の2指の機能の著しい
障害

5 1上肢のなか指、くすり指及び小指を欠くもの
6 1上肢のなか指、くすり指及び小指の機能を全廃
したもの

下  肢

ち i雫騒廊た島轟Z権罷留警t漂盗暮
もの 1

2
3

両下肢のすべての指の機能の著しい障害

士雫犠聯 鞣協脇隻は足関節のうち、いず
れか1閲飾の機能の軽度の障害

1下肢のすべての指を欠くもの
1下肢のすべての指の機能を全廃 したもの
1下肢が健側に比して 8セ ンチメー トル以上又は

健側の長さの20分の1以上短いもの

4
5
6

体  幹

乳幼月期以
前の非進行
性の脳痛変
による運動
機能障害

上肢
機能

不随意運動・失鯛等により上肢の機能の劣るもの 上肢に不随意運動・失開等を有するもの

移動
機能
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1 同一の等級について 2つの重複する障害がある場合は、 1級 うえの級とする。ただし、 2つの重複する障害が特に本表中に指定せ
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手続き申込

ログイン

手続き申込

手続き説明

申請団体選択へ 申請書ダウンロードヘ爾ヘルプ

職責署名検証 利用者登録申込内容照会

巴
鳴

口
野

警継銭幾熱 一 銘 メ…Ⅲtr伊'浮 獣,猟嵐す蓼 蔭露が一ル盤穏鶏T

この手続きは連絡が取れるメールアドレスの入力が必要です。
下記の内容を必ずお読みください。

<

「同意する」ボタンをクリックすることにより、この説明に同意いただけたものとみなします。
登録した情報は当サービス内でのみ利用ずるものであり、他への転用B開示は一切行いません。

上記をご理解いただけましたら、同意して進んでください。
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手続き名 平F'30年 F_学身ィ六障害者及び緒紳障害者弁対象とした埼玉県職員採用選考 (一般事務)

説 明

平成30年度身体障害者及び精神障害者を対象とした埼玉県職員採用選考 (∵般事務)を受
け付けます。主な受験資格は以下のとおり(詳細は必ず受験案内で確認してください。)

・昭和58年4月 2日 から平成13年4月 呵日までに生まれた人
・身体障害者手帳 (1級から6級 )または精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている人
・自力により通勤ができ、かつ、介護者なし1こ 1日 7時間45分、週5日 間、計38時間45分の職

務の遂行が可能な人
・平成30年 9月 7日 (金)現在、埼玉県内に住所を有し、引き続き埼玉県内に住所を有する人

(在学又は訓練所入所のために一時県外に居住している人で、家族が県内に住所を有する人

を含む。)

受付時期 2018年 8月 15日 9時30分 ～2018年9月 7日 17時 00分

問い合わせ先 埼玉県 人事委員会事務局 任用審査課 採用試験担当

電話番号 048‐ 822‐8181

FAX番号 048‐830‐4930

メールアドレス a6402■ 0@prCiStttama.lgjp

埼玉県電子自治体推進会議電子申請専門部会電子申請・届出サービス利用規約

1 目的

この規約は、埼玉県市町村電子申請共同システム (電子申請・届出サービス)(以下「本システム」といいます。)を
利用 して埼玉県及び埼玉県内の市町村 (以下「構成団体」といいます。)に対し、インターネットを通 じて申請・届出等

の手続を行うために必要な事項を定めるものです。



平成 29年度
身体に障害のある人を対象とする

さいたま市職員採用選考案内・申込書彗とヽた華南

平成 30年 4月 1日 採用予定 さいたま市人事委員会

0

本選考の受験申込受付 |ま終了しました。参考として掲示します。

点字による受験ができます。また、点宇による選考案内も作成 していますので、ご希望の

方はさいたま市人事委員会事務局までご連絡 ください。

第 1次 選 考 日 平成29年 10月 22日 (日 )

申込方法及び期間

インターネット 9月 13日 (水)午前9時から9月 22日 (金)午後5時まで

垂[     送 9月 13日 (ノk)から9月 26日 (火)まで 【消印有効】

※郵送の場合は、必ず特定記録郵便で申込みく下さい。

1 選考区分、採用予定人員及び職務概要

◆採用予定人員は、事業計画等により増減する場合があります。

2 受験 資格

次の(1)から(3)までのすべての要件を満たす人

(1)次のすべてに該当する人

ア 身体障害者福祉法第 15条に定める身体障害者手帳の交付を受けている人

イ 平成元年 4月 2日 から平成 12年 4月 1日 までに生まれた人

ウ 活宇印刷文又は点字による出題に対応できる人

121 次のいずれかに該当する人

ア 日本国籍を有する人

イ 出入国管理及び難民認定法による永住者

[ン  日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱 した者等の出入国管理に関する特例法

による特別永住者

13)次のいずれにも該当しない人

ア 成年被後見人又は被保佐人 (準禁治産者を含む。)

イ 禁錮以上の刑に処せ られ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなる

までの人

ウ さいたま市職員として懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から2年を経過しない人
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行政事務 5人 程度
本庁各局や区役所、教育委員会その他の行政委員会事務局

などに配属され、一般行政事務に従事 します。



平成 30年度

一爪

した
試験案内

受付
習鰹L年 8月 10日 (金)～ 8月 24日 (金)

第1次試験日
平成30年 9月 16日 (日 )

京都府人事委員会

この採用選考試験は、障害者の雇用の促進等に関する法律の趣旨に基づき、京都府内に

居住する身体障害者の雇用の促進を図ることを目的として行 うものです。

1 試験区分及び採用予定人数

事務   5名 程度

2 職務内容

知事部局、教育委員会、警察本部等に勤務 して、事務に従事 します。

3 受験資格

昭和 63年 4月 2日 から平成 13年 4月 1日 までに生まれた方 (平成 31年 4月 1日

現在における年齢が 18歳～ 30歳の方)で、久の (1)か ら (4)までの全ての条件

を満たす方

(1)身 体障害者手帳の交付を受け、その障害の程度が 1級から6級までの方

(2)京 者卜府内に居住 している方 (通学等のため一時的に府外に居住 している方を含む。)

(3)日 本国籍を有する方

(4)地 方公務員法第 16条各号に該当しない方

(参考)

地方公務員法第 1‐ 6条各号のいずれかに該当する方

・ 成年被後見人又は被保佐人 (法改正の経過措置 としての準禁治産者を含む。 )

・ 禁 ,回以上の刑に処せ られ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者

・ 京都府において懲戒免職の処分を受け、当該処分の日か ら2年を経過 しない者

。日本国憲法施行の 日以後において、日本国憲法又はその下に成立 した政府を暴力で破壊すること

を主張する政党その他の団体を結成 し、又はこれに加入 した者
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内

ど室ζとふじ礼 と、ぃん庶
京都府人事委員会

肘鴻    蟻 発請麺
ρ群 畢に鉾樺浮率の鶴 議 づよ 芦赫

雇用の促進を図ることを目的として行 うものです。
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3 受験資格
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〒101-0054 東京都千代田区神田錦町 3-11-8 武蔵野ビル 5F

Teti (03)5282-3730   Fax: (03)5282-0017

E―maili office@dpi― japan.org

URL:  http://wwW.dpl― 」apan.org

2018年 8月 24日

特定非営利活動法人 DPI(障害者インターナショナル)日 本会議

議長 平野みどり

国及び地方自治体の障害者雇用水増 しに対するDPI日 本会議声明

.私たち DPI(障害者インターナショナル)日 本会議は全国 98の障害当事者団体から構成され、雇用 。

労働分野も含めて、社会のあらゆる場面で障害の種別や程度に関わ りなく障害のある人もない人も共

に生きることができるインクルーシブな社会 (共生社会)の実現に向けて運動を進めている。特に障

害者の雇用促進や働き続けることができる職場栄境や労働条件等の整備は、私たちにとつての重点口果

題のひとつであり、障害者権利条約を基本としつつも、当面は、改正障害者雇用促進法と同法に基づ

き策定された障害者差別禁止指針と合理的配慮指針の実効性の確保が必要としてきた。

1

2.しか し、今年 8月 に発覚 した中央省庁や地方自治体による障害者雇用の水増 し問題が事実であれば、

こうした課題の検証以前の問題であり、民間部門に対 して、垂範 して障害者雇用を促進すべき責務を

担 う公務部門の信頼を大きく損なう極めて重大かつ深刻な問題である。「水増 しされた職員数は 1000

人を超える」とも報 じられている。これだけ大規模な障害者の雇用機会が 40年以上に渡って失われた

わけであり、障害者の権利を大きく損ねる行為として厳 しく糸しされなければならない。ましてや公務

部門には課せ られていない法定雇用率未達成の民間部門に課せ られている納付金制度を考慮すると

官優遇との誹りを免れない行為ともいえる。

3 .こ の問題を受けて、厚生労働省は、中央省庁の実態を解明するための調査を実施するとしているが、

それだけでは不十分な対応である。

厚生労働省は、障害当事者も含めた第二者委員会を設置 し、中央省庁の調査と並行 して、地方自治

体を所管する総務省 と連携 して地方自治体が厚生労働省に雇用 していると報告した障害者の障害状

況及び障害者として法定雇用率に算定した根拠に関する調査も実施 し、公務部門における障害者雇用

率の実態を明らかにする責務がある。

4 .ま た、国家公務員試験における障害者の採用試験に関する応募要件や受験するための配慮 (合理的

配慮)は公表されていないものの、地方自治林は、そのホームページの職員募集において障害者採用

に関する募集要綱等を掲示 している。今回、水増 ししたとされている地方自治体の一部は、採用試験

の受験資格 として 「介護者なしに職務の遂行が可能であり、かつ、自力で通勤できる者」と明記 して

いる。また、「活字印刷による筆記試験及び口頭試間による面接試験に対応できる」ことや 「点宇受

験はできません」としている地方自治体もある。こうした現状は、障害者が必要とする合理提配慮を

確保 しない差別規定であることから、厚生労働省は、国及び地方自治体の障害者採用試験の受験資格

と受験時の合理的配慮の提供に関する調査の実施 と公表することも必要である。

.今回の問題を契機 として、DPI日 本会議は、障害者の雇用と障害者が安心して働くことができる職

場環境と労働条件の整備を促進するために、以下の対応を国に強く求める。

5
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(1)障害者の募集、採用試験、採用後、退職及び退職後に関して、厚生労働省が定めた障害者差別禁
上指針と合理的配慮指針に基づき公務部門の実態を調査 し公表すること。

(2)調査結果の検証と再発防止等の対応を検討するために障害当事者を構成員とした第二者委員会を
設置すること。

(3)障害者が働 くために必要な介助や情報保障等を確保するための人的配置及び職場環境や労働条件
の改善を進めるための施策を実施すること。また、そのために障害者総合支援法に基づく障害福祉
サービスも活用できるように制度改正を進めること。

(4)法定雇用率の対象となる障害者の範囲については、障害者手帳の所持といった医学モデルではな
く障害者権利条約に基づき社会モデルとしての観点から見直す とともに法定雇用率の設定につい
ては障害者の範囲の見直しと他国の状況も加味した検討を進め障害者雇用促進法の抜本改正を行
うこと。

(5)障害者総合支援法に基づく就労支援が目的とする一般就労を実現するために一般就労を困難とし
ている社会的要因 (障壁)の検証と必要な施策を検討すること。

(6)第二の働き方とされる社会的企業および社会的雇用など、障害者の新たな働 く場としての制度化
の検討を進めること。

(7)国 は、地方自治体の財政状況や地域事情によつて地方自治体が確保する合理的配慮に関する地域
間格差が生じないための必要な措置を講じること。
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2018年 8月 27日

声 明

国などによる障害者雇用「水増 し」問題は障害のある人への背信行為

―第三者機関による徹底 した真相解明と障害者の労働政策の抜本的改革を一

NPO法人 日本障害者協議会 (」D)

代表  藤井 克徳

今般発覚 した中央省庁や 自治体等における障害者雇用 「水増 し」問題は、 自ら法を遵守 しな

ければな らない行政による国民への背信行為である。障害分野に走った衝撃は計 り知れない。

わけて も、範 を垂れ るべき中央省庁において法律違反が重ね られてきたこと、また40年余にわ

たつて不正 を正せなかつた障害者雇用の総元締めたる厚生労働省の責任は重大である。

なお、政府は、本年 3月 に 「第4次障害者基本計画」を閣議で決定 した。その中に、 「国の機

関においては民間企業に率先垂範 して障害者雇用 を進める立場であることを踏まえ、法定雇用

率の完全達成に向けて取 り組むな ど、積極的に障害者の雇用を進める。」 と明記 している。今

般の出来事はこれに背 くものである。個々の省庁の責任は言 うに及ばず、内閣を中心に政府の

中枢 お よび F各]議 としての責任が問われ よう。

私たちは、現段階で以下の諸点を指摘 したい。

第一は、多 くの障害者 の公的機関で働 く機会が、政府 によつて奪われたことである。その数

は2017年度だけで も3400人 を下回 らないとされているが、42年 間の累計の数は一体 どれ くら

いに上 るのか、精緻 な数値 を詳 らかにすべきである。

第二は、政府公表の各種データヘの信頼が決定的に揺 らいだことである。 「制度の理解が不

十分だつた」 「悪意はなかつた」な どが通用す るとすれば、政府の公表 とは何なのか、政府デ

ー タを元に策定され る関連政策全体が崩れ ることとなろ う。

第二は、民間企業の障害者雇用に悪影響が及ぶ ことへの懸念である。行政 自らに不正があれ

ば指導力が鈍 るのは必至であ り、企業 としても行政に不信 を抱 くのは当然である。結果 として、

法定雇用率の未達成企業が半数に上る民間企業での雇用促進に水 を差す ことは間違いない。

以上の諸点を踏 まえて、私たちはさらに重大な問題 を感 じずにはい られない。それは、 「障

害分野だか ら許 されたのでは」の疑念であ り、また、 「できることな ら障害者 を新規に雇い入

れた くない」 とす る本音が、 しか も政府全体 として垣間見 られ るのである。 これ らを障害者差

別 と言わず して何 と言 うのだろ う。そ うでない と言 うのであれば、それを完全に払拭するだけ

の説明責任 を果た してほ しい。

政府が当面為すべきは、二つである。一つは、徹底 して今般の法律違反の実態を明 らかにす

ることである。障害者 の前に、国民の前に、すべての関連す る事実を公表 してほ しい。 もう一

つは、実質的で本格的な検証体制 を確立することである。政府 自らの不正であ り、検証体制に

あって恣意的な人選は許 されない。障害当事者団体の代表を含む、透明度の高い検証体制を求

めたい。

最後 に、障害者の 「労働及び雇用」分野は、私たちの国が積み残 してきた重点課題 の一つで

ある。 自治体の状況を含 めての実態把握や検証 と合わせて、福祉的就労を含む、障害者の 「労

働及 び雇用」政策全体の抜本的な改革に着手すべきである。立法府 も総力を上げるべきである。

マス コ ミも力を貸 してほ しい。前代未聞の出来事が、そのための契機 となることを切に願 う。

7



様式第3号 (第 2条関係)(表面)

障 害 者 任 免 状 況 通 報 書
縫 閣 え

(日 本工業規格A列4)

平成   年 6月 1 日 現在

∞

=(アンl十 (フ )× 9

人  数

(フl精神障害者

である′大,時間勤務

職員

人

⑫ 法定雇用障害者数を達成

するために採用しなければ

ならない身体障害者、知的

障害者又は精神障害者の数

(〔 注意〕15参照)

第4号ハに該当する者

第4号二に該当する者

第4号ホに該当する者

第4号へに該当する者

第5号に該当する者

精神障害者

人

① 実雇用率

=(⑩/⑨ )× 100

(〔 注意,14参照)

%

知的障害者の数

=(へ)× 2+(卜 )十(チ )

十(ヅ)X05

人

区   分

肢体不自由者

内部障害者

1日 除外職員

の総数

=g+h× 05

人

童度知的障害者

以外の知的障害者で

時間勤務職員

人

障害者計

=④(ホl十④(ヌ)■④(7)

(〔 注意〕13参照)

人

人  数

人

人

人

人

h短時間勤務

旧除外耳
‐
碗員の数

人

重度矢n的障害者

ある短時間勤務

人

③ 旧除外職員の数 (〔注意〕3、 5参照)

日 旧除外聴l員の数

(短時間勤務職員

を除く)

人

以外の知的障害

童度知

人

③ 法定雇用障害者数の算

定の基礎となる職員の数

=① c―②卜《①c―②つ×③}

(〔 注意〕12参照)

第2号ハに該当する者

第2号二に該当する者

第3号イに該当する者

第3号口に該当する者

第4号イに該当する者

第4号口|こ該当する者

f除外職員の総数

=dtte× 05

人

生度知的1鮮害者

人

適用される除外率

(〔 注意〕ll参照)

区   分

聴覚又は平行機能障害者

音声機能、言語機能又は
そしゃく機能障害者

肢体不自由者

e短時間勤務

除外職員の数

人

(ホ)身体障害者の数

=(イ )× 2+(口 )十(′ )ヽ

十(二 )× 05

人

人  数

除外職員の数 (〔 注意〕3、 4参照)

d除外職員のケ文

(短時間勤務職員

人

必外の身体障害者で

重度身体障害者

人

⑤に基づく除外率

(〔 注意〕10参照)

%

=a+b× 05

c ttt員 の総数

人

重度身体障害者

ある短時間勤務

人

第1号イに該当する者

第1号口に該当する者

第1号ハに該当する者

第1号二に該当する者

第2号イに該当する者

第2号口に該当する者

⑥ 基準割合

=`③ 7(① c―②O)× 100

(〔 注意〕8、 9参照)

%

b短時間勤務職

員(′ )数

人

外の身体障害

重度

人

任免状況

職員の教  (〔 注意〕2、 3参照)

a職員の数

(短時間勤務職員

人

①から②を除いた職員のうち身体障害者、知的障害者又は精神障害者である職員の数 (〔注意〕3、 6参照)

工度身体ⅢF害狩

人

上記に基づく計算

現在設定されている除

外率 (〔注意〕7参照)

障害者の雇用の促進等に関する法律別表に掲げる種類別の身体障害者数

区   分

平衡機能障害者

殿

平成    年    月

障害者の雇用の促進等に関する法律施行令第8条の規定により、上記のとおり通報する。

任命権者の官職及び氏名

記名押印又は署名

日

厚 生 労 働 大 臣

都 道 府 県 労 働 局 長



様式第3号 (裏面)

〔注意〕

8
9
10

11

１

２

３

４

５

６

７

二以上の障害を有する者については、いずれか―の障害のみについて記載すること。
①欄には、当該機関に常時勤務する職員の数を記載すること。

3解と辟縁蟄端 2離湛撃鶏竪斃襲斐望勇帽劣購居ミ掛くこ乙
③欄には、[参考2]に掲げる職種に属する職員の数を記載すること。
④本l鋼の( )内には内数として、本年6月 1日 以前1年間に新規に雇い入れた者の数を記載すること。
⑤ll対 には、直近に提出した障害者任免状況通報書の③欄「適用される除外率」に記載した数を記載すること。合併により新たに生じた機関あるいは合併等により新たに通報義務が

生じた機関においては、⑤欄は記入せず、A欄、Bの⑥欄から⑫欄まで及びC欄を記入すること。
③欄には、当該年度の6月 1日 時J点 における基準割合を記載するものであること。
③欄には、小数点以下第1位を切り捨てた数を記載すること。
⑦ll凋 には、[が考3]に従い、基準割合(⑥)に応じた除外率の数字を記入すること。基準割合が25%未満であるときは0とすること。
③オl剰 には、⑤欄の数と⑦欄の数の差が10以上となるときは⑦欄の数を、10以上とならないときは⑤欄の数を記載すること(合併等により⑤オ関に記入しなかった機関においては、⑦欄

の数を記載すること。)。

8割鋲Ъf籍最銑絆歌濯寝需詫剛は 、塚豪鸞晟禁努路そ鶏繰
1ノ、未満の端数があるときは、その端数を七刀崎てた効を控除した数を記載するこれ

すること。
①欄には、小数点以下第3位を四捨五入した数を記載すること。
⑫ll案]には、⑩欄の数を③卒l案尋の数に法定雇用率を乗じて得た数 (その数に1人未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた数)力ち控除した数を記載すること(小数′く以下第1位

まで記載すること。)。 ただし、その数が0を下回る場合は、0を記載すること。
任命権者の氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかとすること。

の雇用 1

12

13

14

15

16

イこ

rい   [参考2]障害者の雇用 に関する法律施行令別表第31こ掲げる職員

○国家公務員法 (昭和22年法律第120号)第 2条第3項第2号から第11号までに掲げる職員 (同項第9号に掲げる職員については、就任について国会の両院又は一院の議決又は同意によ
ることを必要とする職員に限る。)及び船員である職員 ○裁判官、検察官、大学及び高等専門学校の教育職員並びに地方公務員法 (昭和25年法律第261号 )第 3条第3項第1号に掲げる
職 (就任について地方公共団体の議会の議決又は同意によることを必要とする職に限る。)及び第4号に掲げる職に属する職員 O国会の衛視 ○法廷の警備を職務とする者 ○漁業監督
官及び漁業監督吏員並びに森林警察を職務とする者 ①航空交通管制官 ○医師及び歯科医師並びに保健師、助産師、看護師及び准看護師 O小学校、特別支援学校 (専ら視覚障害
者に対する教育を行う学校を除く。)及び幼稚園の教育職員 〇児童福祉施設において児童の介護、教護又は養育を職務とする者 〇動物検疫所の家畜防疫官及び猛獣猛きん又は種雄
牛馬の飼養管理を職務とする者 ①航空機への搭乗を職務とする者 〇鉄道車両、軌道車両、索道搬器又は自動車 (旅客運送事業用バス、大型トラック及びブルドーザー、ロードローラー
その他の特殊作業用自動車に限る。)の運転に従事する者 ○鉄道又は車九道の転てつ、連結、操車、保線又は踏切保安その他の運行保安の作業を職務とする者 ○とび作業、トンネル内
の作業、いかだ流し、潜水その他高所、地下、水上又は水中における作業を職務とする者 ○伐本、岩石の切出しその他不安定な場所において重量物を取り扱う作業を職務とする者 〇建
設用重機械の操作、起重機の運転又は玉掛けの作業を職務とする者 ○多量の高熱物体を取り扱う作業を職務とする者

[参考3]障害者の雇用の促進等に関する法律施行令別表第4

除外率(⑦ )

750/O

700/O

65%

60%

55%

基準割合 (⑥ )

95%以 上

90%以 上95%未満

85%以 上90%未満

80%以上85%未満

75%以上80%未満

除外率(⑦ )

50%

45%

40%

35%

30。/O

基準割合 (⑥ )

70%以 上75%未満

65%以上70%未満

60%以上65%未満

55%以 上60%未満

50%以上55%未満

除外率(⑦ )

25%

20%

15%

10%

5%

基準割合(⑥ )

45%以上50%未満

40%以上45%未満

35%以 上40%未満

30%以上35%未満

25%以上30%未満

び に 者るとすを職務取締り入 の出○密輸
貝防団び消

国警備官入び

吏員及
及

防

官

消O
刑務O

徒び生

生徒の

学生及

工科学校
学校の
等

安

衛隊高自

び海上保
陸上

大学校及安上保こ海び

大学校の学生並
補 並

医科

官

防衛び

海上保安
学校及

安官

防衛大
上保○海

衛官自

貝

O
取締び麻薬

官護衛官
及

皇①

麻薬取締官

①警察官
〇



地方公務員の場合

◎地方公務員法 (昭和 25年法律第 261号 )

(採用の方法)

第十七条の二 人事委員会を十曰く地方公共団体においては、職員の採用は、競争試験による

ものとする。ただし、人事委員会規則 (競争試験等を行う公平委員会を置く地方公共団l本

においては、公平委員会共)と則。以下この節において同じ。)で定める場合には、選考 (競

争試験以外の能力の実証に基づく試験をいう。以下同じ。)に よることを妨げない。

2～ 3〔略〕

◎A市職員の任用に関する規則 (平成〇年人事委員会規則第○号)

第O節 採用選考

(採用選考による職員の採用)

第O条 次に掲げる職へ職員を採用しようとする場合は,採用選考によることができる。

(1)役付職員の職

(2)～ (5)〔略〕

(6)前各号に掲げるもののほか,採用試験によることが不適当であると認める職

2 前項第 6号 に掲げる職への採用についての選考の請求を行おうとするときは,任命権者

は,あ らかじめ人事委員会に書面で当該職の選考による採用についての承認を得なけれ

ばならない。

(採用選考の実施)

第O条 採用選考は,人事委員会又はその他の任命権者以外の機関が選考機関である場合

は任命権者の請求に基づき,任命権者が選考機関である場合は必要に応じ,そ のつど行う

ものとする。

国家公務員の場合

◎国家公務員法 (昭和 22年 法律第 120号 )

(採用の方法)

第三十六条 職員の採用は、競争試験によるものとする。ただし、係員の官ll歌 (第二十四条

第二項に規定する標準的な官職が係員である職制上の段階に属する官職その他これに準
ずる官職として人事院規則で定めるものをいう。第四十五木えの二第一項において同じ。)

以外の官職に採用しようとする場合又は人事院規則で定める場合には、競争試験以外の

能力の実証に基づく試験 (以 下「選考」という。)の方法によることを妨げない。

◎人事院規則 8-12(職 員の任免)(平成 21年 人事院規則 8-12)

第二款 選考採用

(選考による職員の採用)

第十八条 法第二十六条に規定する選考の方法によることを妨げない場合として人事院規

則で定める場合は、職員を同条に規定する係員の官職のうち次に掲げる官職に採用しよ

うとする場合とする。

一 特別職に属する職、地方公務員の職、行政執行法人以外の独立行政法人 (国立大学法

人法 (平成十五年法律第百十二号)第二条第一項に規定する国立大学法人及び同条第二

項に大見定する大学共同利用T幾関法人を合む。以下この条及び第二十二条第一項第一号

において同じ。)に属する職、沖縄振興開発金融公庫に属する職その他これらに準ずる

職に現に正式に就いている者をもって補充しようとする官職でその者が現に就いてい

る職と同等以下と認められるもの

二～八 〔略〕

上 その他採用試験によることが不適当であると認められる官職で選考による採用につ

いて人事院の承認を得たもの

2～ 3〔略〕

(選考に関する権限)

第二十条 任命権者は、選考に関し次に掲げる権限及び責務を有する。

一 選考を実施すること。

二 選考の実施に必要な事項について調査を行うこと。

三 その他法及び規則によりその権限に属させられた事項

2 前項の権限は、部内の職員に委任することができる。

3 人事院は、任命権者 (前項の規定により第一項の権限が委任されている場合には、その

委任を受けた者)の委任を受けて、第一項に掲げる権限の一部を行うことができる。

出所 :山井和則事務所作成


